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※ 原則として、令和 7年 4月 1日を基準に、施策・事業・施設等の状況を掲載しております。 
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寝具クリーニング 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７０

居宅火災予防設備設置 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・７０



リフト付福祉タクシー 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・７１

緊急一時宿泊事業 高齢者支援課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７１

福祉用具貸与 高齢者支援課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７１

高齢者お困りごと支援事業 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・７２

ひとり暮らし高齢者等訪問支援事業 高齢者支援課 生活支援体制整備係 ・・・・・・・・７２

ひとり暮らし高齢者等実態調査 高齢者支援課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・７２

紙おむつ等支給事業（住所地特例分） 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・ ７３

高齢者聞こえのコミュニケーション支援事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・７３

もの忘れ検診事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・７４

認知症伴走型支援事業（高齢者支援課 在宅介護支援係）・・・・・・・・・・・・・・・７４

高齢者みんな健康プロジェクト 高齢者支援課 高齢者健康支援係 ・・・・・・・・・・・７４

街かどケアカフェ事業 高齢者支援課 生活支援体制整備係 ・・・・・・・・・・・・・・７５

生活支援体制整備事業 高齢者支援課 生活支援体制整備係 ・・・・・・・・・・・・・ ７５

４ 高齢者在宅生活あんしん事業 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・７６

５ 高齢者住宅対策 高齢社会対策課 施設係

シルバーピアへの生活協力員の配置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７７

高齢者向け民間賃貸住宅 高齢者優良居室 の申込み・・・・・・・・・・・・・・・・・・７７

６ 三療サービス 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７７

７ 高齢者就業・社会参加支援事業

元気高齢者介護施設業務補助事業 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・７８

シニアセカンドキャリア応援事業 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・７８

公衆浴場活用事業（フロ・マエ・フィットネス 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・７９

８ 各種助成

老人クラブ運営助成 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・７９

老人クラブ連合会助成 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・８０

寿文化祭の開催 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８０

高齢者サークル活動助成 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・８０

老人クラブ農園 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８１

老人クラブゲートボール場 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・８１

練馬区シルバー人材センター 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・８１

施設整備計画

ア 特別養護老人ホームの整備 高齢社会対策課 施設係 ・・・・・・・・・・・・・・・・８２

イ 認知症対応型共同生活介護 グループホーム の整備 介護保険課 事業者指定係 ・・・・８５

ウ 介護老人保健施設の整備 高齢社会対策課 施設係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・８８

エ 都市型軽費老人ホームの整備 高齢社会対策課 施設係 ・・・・・・・・・・・・・・・８９

９ 高齢者いきいき健康事業 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・９０

デジタルを活用したフレイル予防事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・９０

デジタル格差対策

スマホ教室事業 高齢社会対策課 区立施設運営係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・９１

シニアスマホ相談員事業 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・９１



リフト付福祉タクシー 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・７１

緊急一時宿泊事業 高齢者支援課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７１

福祉用具貸与 高齢者支援課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７１

高齢者お困りごと支援事業 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・７２

ひとり暮らし高齢者等訪問支援事業 高齢者支援課 生活支援体制整備係 ・・・・・・・・７２

ひとり暮らし高齢者等実態調査 高齢者支援課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・７２

紙おむつ等支給事業（住所地特例分） 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・ ７３

高齢者聞こえのコミュニケーション支援事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・７３

もの忘れ検診事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・７４

認知症伴走型支援事業（高齢者支援課 在宅介護支援係）・・・・・・・・・・・・・・・７４

高齢者みんな健康プロジェクト 高齢者支援課 高齢者健康支援係 ・・・・・・・・・・・７４

街かどケアカフェ事業 高齢者支援課 生活支援体制整備係 ・・・・・・・・・・・・・・７５

生活支援体制整備事業 高齢者支援課 生活支援体制整備係 ・・・・・・・・・・・・・ ７５

４ 高齢者在宅生活あんしん事業 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・７６

５ 高齢者住宅対策 高齢社会対策課 施設係

シルバーピアへの生活協力員の配置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７７

高齢者向け民間賃貸住宅 高齢者優良居室 の申込み・・・・・・・・・・・・・・・・・・７７

６ 三療サービス 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７７

７ 高齢者就業・社会参加支援事業

元気高齢者介護施設業務補助事業 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・７８

シニアセカンドキャリア応援事業 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・７８

公衆浴場活用事業（フロ・マエ・フィットネス 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・７９

８ 各種助成

老人クラブ運営助成 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・７９

老人クラブ連合会助成 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・８０

寿文化祭の開催 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８０

高齢者サークル活動助成 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・８０

老人クラブ農園 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８１

老人クラブゲートボール場 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・８１

練馬区シルバー人材センター 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・８１

施設整備計画

ア 特別養護老人ホームの整備 高齢社会対策課 施設係 ・・・・・・・・・・・・・・・・８２

イ 認知症対応型共同生活介護 グループホーム の整備 介護保険課 事業者指定係 ・・・・８５

ウ 介護老人保健施設の整備 高齢社会対策課 施設係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・８８

エ 都市型軽費老人ホームの整備 高齢社会対策課 施設係 ・・・・・・・・・・・・・・・８９

９ 高齢者いきいき健康事業 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・９０

デジタルを活用したフレイル予防事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・９０

デジタル格差対策

スマホ教室事業 高齢社会対策課 区立施設運営係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・９１

シニアスマホ相談員事業 高齢社会対策課 いきがい係 ・・・・・・・・・・・・・・・・９１

第３章 障害者福祉

１ 相談 障害者サービス調整担当課 障害調整係

身体障害者等相談・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９２

知的障害者相談・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９３

２ 自立支援給付 障害者サービス調整担当課 障害者給付係

介護給付、訓練等給付および相談支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９４

高額障害福祉サービス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９５

補装具費の支給・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９５

３ 地域生活支援事業

理解促進研修・啓発事業 障害者施策推進課 管理係

ア 障害者福祉大会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９６

イ 障害者フェスティバル・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９６

ウ 障害者ふれあい作品展・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９６

移動支援 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・９７

障害者地域自立支援協議会 障害者施策推進課 事業計画係 ・・・・・・・・・・・・・・９７

意思疎通支援事業

ア 手話通訳者派遣 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・・・・・・・・９７

イ 要約筆記者派遣 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・・・・・・・・９８

ウ 手話通訳者設置事業 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・・・・・・９８

エ コミュニケーション支援機器の配備 障害者施策推進課 管理係 ・・・・・・・・・・・９８

オ 練馬区遠隔手話通訳設置事業 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・・９８

カ 失語症者向け意思疎通支援者派遣事業 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・９９

日常生活用具給付等事業 障害者サービス調整担当課 障害者給付係

ア 日常生活用具および住宅設備改善費の給付・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９９

イ 在宅生活あんしん事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０１

地域活動支援センターⅢ型事業 障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・・・１０１

任意事業

ア 訪問入浴サービス 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・・１０１

イ 日中一時支援事業 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・・１０２ 
ウ 自動車運転教習費および自動車改造費の助成

障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・・１０２

エ 手話通訳者養成 障害者サービス調整担当課 心身障害者福祉センター ・・・・・・・１０２

障害支援区分認定 障害者サービス調整担当課 障害審査係 ・・・・・・・・・・・・・１０３

４ 自立支援医療 更生医療 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・１０３

５ 障害児支援事業給付 障害者サービス調整担当課 障害者給付係

障害児通所支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４

高額障害児通所給付・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４

６ 自立支援負担軽減 障害者サービス調整担当課 障害者給付係

特定障害者特別給付および特例特定障害者特別給付・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４

身体障害者 児 補装具 つえ 費用負担助成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４

グループホーム等加算



ア 短期入所東京都加算分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０５

イ 共同生活援助東京都加算分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０５

７ 障害者福祉事業

東京都心身障害者扶養共済 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・・・１０５

心身障害者福祉電話基本料金等の助成 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・１０６

心身障害者 児 紙おむつの支給 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・１０６

心身障害者 児 の出張調髪 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・・・１０６

障害者企業実習奨励金 障害者施策推進課 就労支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・１０６

障害者 利活用支援者養成事業

障害者サービス調整担当課 心身障害者福祉センター ・・・・・・・・・・１０７

身体障害者手帳取得用診断書費用助成 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・１０７

日常生活用具給付 障害者サービス調整担当課 障害者給付係

ア 重症患者日常生活用具給付 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７

イ 小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７

ホームヘルプサービス 障害者サービス調整担当課 障害者給付係

ア 重症患者ホームヘルプサービス助成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７

イ 重度脳性まひ者介護事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０８

知的障害者生活寮委託 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・１０８

緊急一時保護 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・・・・・１０８

障害者虐待防止対策 障害者施策推進課 事業計画係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１０８

重症心身障害児 者 等在宅レスパイトおよび当該家族の就労等支援事業

障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・１０９

中等度難聴児発達支援事業 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・１０９

障害者差別解消推進事業 障害者施策推進課 事業計画係

ア 理解促進・啓発事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１０

イ 障害者差別解消支援地域協議会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１０

発達障害児者家族支援事業 障害者施策推進課 事業計画係 ・・・・・・・・・・・・・１１０

発達に課題を抱える子どもの家族への子育てに関する講座

障害者施策推進課 事業計画係 ・・・・・・・・・・・・１１０

重度障害者大学等修学支援事業 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・１１０

重度障害者等就労支援事業 障害者施策推進課 就労支援係 ・・・・・・・・・・・・・１１０

８ 各種助成

日中活動系サービス推進事業 障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・・・・１１１

障害者グループホーム施設整備費補助事業

障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・・・・・・・・１１１

障害者グループホーム医療的ケア実施体制整備補助金交付事業

障害者施策推進課 施設調整担当係長／障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・ １１１

重度障害者グループホーム等運営費補助金交付事業

障害者施策推進課 施設調整担当係長／障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・ １１２

グループホーム自立支援促進事業補助金交付事業

障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・・・・・・・・１１２



ア 短期入所東京都加算分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０５

イ 共同生活援助東京都加算分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０５

７ 障害者福祉事業

東京都心身障害者扶養共済 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・・・１０５

心身障害者福祉電話基本料金等の助成 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・１０６

心身障害者 児 紙おむつの支給 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・１０６

心身障害者 児 の出張調髪 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・・・１０６

障害者企業実習奨励金 障害者施策推進課 就労支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・１０６

障害者 利活用支援者養成事業

障害者サービス調整担当課 心身障害者福祉センター ・・・・・・・・・・１０７

身体障害者手帳取得用診断書費用助成 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・１０７

日常生活用具給付 障害者サービス調整担当課 障害者給付係

ア 重症患者日常生活用具給付 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７

イ 小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７

ホームヘルプサービス 障害者サービス調整担当課 障害者給付係

ア 重症患者ホームヘルプサービス助成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７

イ 重度脳性まひ者介護事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０８

知的障害者生活寮委託 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・１０８

緊急一時保護 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・・・・・１０８

障害者虐待防止対策 障害者施策推進課 事業計画係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１０８

重症心身障害児 者 等在宅レスパイトおよび当該家族の就労等支援事業

障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・１０９

中等度難聴児発達支援事業 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・１０９

障害者差別解消推進事業 障害者施策推進課 事業計画係

ア 理解促進・啓発事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１０

イ 障害者差別解消支援地域協議会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１０

発達障害児者家族支援事業 障害者施策推進課 事業計画係 ・・・・・・・・・・・・・１１０

発達に課題を抱える子どもの家族への子育てに関する講座

障害者施策推進課 事業計画係 ・・・・・・・・・・・・１１０

重度障害者大学等修学支援事業 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・１１０

重度障害者等就労支援事業 障害者施策推進課 就労支援係 ・・・・・・・・・・・・・１１０

８ 各種助成

日中活動系サービス推進事業 障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・・・・１１１

障害者グループホーム施設整備費補助事業

障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・・・・・・・・１１１

障害者グループホーム医療的ケア実施体制整備補助金交付事業

障害者施策推進課 施設調整担当係長／障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・ １１１

重度障害者グループホーム等運営費補助金交付事業

障害者施策推進課 施設調整担当係長／障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・ １１２

グループホーム自立支援促進事業補助金交付事業

障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・・・・・・・・１１２

民設福祉園整備費および運営費補助金交付事業

障害者施策推進課 施設調整担当係長、地域生活支援係 ・・・・・・・・・・・１１２

児童発達支援センター事業への支援 障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・１１２

重症心身障害児放課後等デイサービス医療体制促進事業

障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・・・・・・・・１１３

障害児支援体制整備促進事業 障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・・・・ １１３

医療型ショートステイ運営費補助事業 障害者施策推進課 事業計画係 ・・・・・・・・ １１３

民営化施設助成事業 障害者施策推進課 施設調整担当係長、就労支援係 ・・・・・・・ １１３

医療的ケア児等コーディネーター支援体制整備促進事業

障害者サービス調整担当課 事業者支援係 ・・・・・・・１１３

９ 福祉手当 障害者サービス調整担当課 障害調整係

練馬区心身障害者福祉手当・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１４

特別障害者手当等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１４

東京都重度心身障害者手当・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１５

心身障害者医療費助成 障害者サービス調整担当課 障害調整係 ・・・・・・・・・・・・１１５

福祉タクシー等 障害者サービス調整担当課 障害調整係

福祉タクシー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１６

自動車燃料費の助成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１６

リフト付福祉タクシー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１７

障害者相談員 障害者施策推進課 地域生活支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１７

身体障害者補助犬の給付 障害者サービス調整担当課 障害者給付係 ・・・・・・・・・・１１７

障害者意思疎通推進事業 障害者施策推進課 事業計画係、就労調整担当係長

コミュニケーション理解促進事業

ア 区民・事業者向け研修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１８

イ を活用した就労支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１８

分身ロボット （障害者施策推進課 就労支援係）・・・・・・・・・・・・・・・・１１８

第４章 家庭福祉

１ 母子・父子自立支援員兼女性相談支援員 総合福祉事務所 相談係

母子・父子自立支援員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１９

女性相談支援員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１９

２ 家庭相談員 総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２０

３ ひとり親家庭支援

総合相談窓口 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２１

出張相談 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２１

法律相談 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２１

家計相談 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２１

養育費確保支援事業 生活福祉課 ひとり親家庭支援係

ア 養育費に関する公正証書作成等費用の支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２１

イ 養育費に関する 裁判外紛争解決手続 費用の支援 ・・・・・・・・・・・・・・・１２１

ひとり親家庭転宅支援事業 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・１２２



生活や就労の支援につながるセミナー 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・１２２

離婚前後親支援講座 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・１２２

「ひとり親家庭サポートブック」の発行 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・１２２

ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金事業

生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・・・・・・１２２

ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金等事業

生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・・・・・・１２３

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・１２３

パソコン講習会 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１２３

在宅就業推進事業 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１２３

ひとり親家庭自立支援プログラムの策定

生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・１２３

家庭訪問型学習支援事業 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・１２４

親子レクリエーション事業 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・１２４

ひとり親家庭等休養ホーム

生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・・・・・・１２４

ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業

生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・・・・・・・１２４

（ ）ひとり親家庭向け学習支援事業（学習クーポン） 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・１２４

４ 母子生活支援施設 生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・１２５

５ ミドルステイ（一時的な住まいの提供）

（生活福祉課 ひとり親家庭支援係 総合福祉事務所 相談係）・・・・・・・・・・・ １２５

第５章 社会福祉施設

１ 厚生文化会館 管理課 厚生文化会館 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２６

２ 福祉作業所等 障害者施策推進課 就労支援係

就労移行支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２７

就労継続支援 型事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２７

就労定着支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２８

３ 福祉園等 障害者施策推進課 地域生活支援係、氷川台福祉園、大泉学園町福祉園 ・・・・１２８

福祉園・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２８

谷原フレンド・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３０

４ 心身障害者福祉センター 障害者サービス調整担当課 心身障害者福祉センター ・・・・・１３１

５ 心身障害者福祉集会所 障害者施策推進課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３３

６ しらゆり荘 障害者施策推進課 地域生活支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３３

７ 障害者地域生活支援センター 障害者施策推進課 事業計画係 ・・・・・・・・・・・・・１３４

８ こども発達支援センター 障害者サービス調整担当課 こども発達支援センター ・・・・・１３５

９ 助産施設への入所 生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・１３７



生活や就労の支援につながるセミナー 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・１２２

離婚前後親支援講座 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・１２２

「ひとり親家庭サポートブック」の発行 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・１２２

ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金事業

生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・・・・・・１２２

ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金等事業

生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・・・・・・１２３

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・１２３

パソコン講習会 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１２３

在宅就業推進事業 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１２３

ひとり親家庭自立支援プログラムの策定

生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・１２３

家庭訪問型学習支援事業 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・・１２４

親子レクリエーション事業 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・・・・・・・・・・・・１２４

ひとり親家庭等休養ホーム

生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・・・・・・１２４

ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業

生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・・・・・・・・１２４

（ ）ひとり親家庭向け学習支援事業（学習クーポン） 生活福祉課 ひとり親家庭支援係 ・１２４

４ 母子生活支援施設 生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・１２５

５ ミドルステイ（一時的な住まいの提供）

（生活福祉課 ひとり親家庭支援係 総合福祉事務所 相談係）・・・・・・・・・・・ １２５

第５章 社会福祉施設

１ 厚生文化会館 管理課 厚生文化会館 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２６

２ 福祉作業所等 障害者施策推進課 就労支援係

就労移行支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２７

就労継続支援 型事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２７

就労定着支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２８

３ 福祉園等 障害者施策推進課 地域生活支援係、氷川台福祉園、大泉学園町福祉園 ・・・・１２８

福祉園・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２８

谷原フレンド・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３０

４ 心身障害者福祉センター 障害者サービス調整担当課 心身障害者福祉センター ・・・・・１３１

５ 心身障害者福祉集会所 障害者施策推進課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３３

６ しらゆり荘 障害者施策推進課 地域生活支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３３

７ 障害者地域生活支援センター 障害者施策推進課 事業計画係 ・・・・・・・・・・・・・１３４

８ こども発達支援センター 障害者サービス調整担当課 こども発達支援センター ・・・・・１３５

９ 助産施設への入所 生活福祉課 ひとり親家庭支援係／総合福祉事務所 相談係 ・・・・・１３７

第６章 高齢者福祉施設 高齢社会対策課 区立施設運営係

１ 敬老館・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３９

２ デイサービスセンター・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４０

３ はつらつセンター・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４０

第７章 介護保険

１ 介護保険

諮問機関等

ア 介護保険運営協議会 高齢社会対策課 計画係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４２

イ 地域包括ケア推進協議会 高齢者支援課 地域包括支援係 ・・・・・・・・・・・・・１４２

ウ 介護認定審査会 介護保険課 介護認定第一係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４２

保険者と被保険者 介護保険課 管理係、資格保険料係 ・・・・・・・・・・・・・・・１４３

介護保険料 介護保険課 資格保険料係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４５

要介護・要支援認定 介護保険課 管理係、介護認定第一係、介護認定第二係 ・・・・・１４９

保険給付 介護保険課 管理係、給付係、介護システム係、資格保険料係 ・・・・・・・１５２

市町村特別給付

紙おむつ等支給事業 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６５

事業者の指定 介護保険課 事業者指定係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６６

相談・苦情・広報など

ア 相談・苦情 介護保険課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６７

イ 保健福祉サービス苦情調整委員 区長の附属機関 管理課 地域福祉係 ・・・・・・・１６８

ウ 審査請求 介護保険課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６８

エ 広報 介護保険課 管理係／高齢者支援課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１６８

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金 介護保険課 管理係 ・・・１６９

介護保険給付準備基金積立金 介護保険課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１６９

２ 地域支援事業

介護予防・日常生活支援総合事業

ア サービス・活動事業

ｱ 訪問介護事業 介護保険課 事業者運営推進係）・・・・・・・・・・・・・・・・・１７０

ｲ シルバーサポート事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・・・・１７０

ｳ 通所介護事業 介護保険課 事業者運営推進係）・・・・・・・・・・・・・・・・・１７０

ｴ 食のほっとサロン 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１７０

ｵ 高齢者筋力向上トレーニング 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・１７１

ｶ 介護予防ケアマネジメント 介護保険課 事業者運営推進係）・・・・・・・・・・・１７１

ｷ 高額介護予防等サービス相当事業 介護保険課 給付係）・・・・・・・・・・・・・１７１

ｸ 審査支払手数料 介護保険課 給付係）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７２

イ 一般介護予防事業

ｱ 介護予防小冊子作成 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・・・・・１７２

ｲ 介護予防普及啓発事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・・・・１７２

ｳ 健康長寿はつらつ教室 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・・・・１７２

ｴ いきがいデイサービス 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・・・・１７４



ｵ 認知症予防事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１７４

ｶ 介護予防把握事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１７５

ｷ 地域リハビリテーション活動支援事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・１７５

ｸ フレイル予防サポーター育成・支援事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・１７５

包括的支援事業

ア 地域包括支援センター 高齢者支援課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７６

イ 認知症早期対応推進事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・・１７７

任意事業

ア 介護給付等費用適正化事業

ｱ 要介護認定の適正化 介護保険課 介護認定第一係、介護認定第二係 ・・・・・・・１７８

ｲ ケアプラン点検 介護保険課 事業者運営推進係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１７８

ｳ 住宅改修等点検 介護保険課 給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７８

ｴ 縦覧点検 介護保険課 介護システム係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７８

ｵ 医療情報との突合 介護保険課 介護システム係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１７９

ｶ 介護給付費通知 介護保険課 給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７９

ｷ 返還請求等 介護保険課 給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７９

イ 介護学べるサロン 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１７９

ウ 認知症高齢者位置情報提供サービス利用料助成 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・１７９

エ 認知症理解普及促進事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・・１８０

オ 認知症高齢者支援連携事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・１８０

カ 家族介護慰労事業 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８１

キ 認知症介護者支援事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・・・１８１

第８章 生活保護

１ 生活保護法による援護 総合福祉事務所 管理係、相談係、保護係 ・・・・・・・・・・・１８２

２ 自立支援プログラム 総合福祉事務所 管理係、相談係、保護係／

生活福祉課 保護調整係、医療事務係 ・・・・・・１８４

３ 生活保護実施体制整備等の取組 総合福祉事務所 管理係、相談係、保護係／

生活福祉課 保護調整係、医療事務係

資産調査事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８６

債権調査事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８６

生活相談通訳事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８６

後発医薬品使用促進計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８７

生活援護業務支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８７

４ 法外援護 総合福祉事務所 管理係、保護係／生活福祉課 保護調整係

入浴証の支給・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８７

通学用被服および運動衣購入費の支給・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８７

中学校卒業者入学・就職支度金の支給・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８８

家財保管料等の支給・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８８

自立促進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８８



ｵ 認知症予防事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１７４

ｶ 介護予防把握事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１７５

ｷ 地域リハビリテーション活動支援事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・・１７５

ｸ フレイル予防サポーター育成・支援事業 高齢社会対策課 介護予防係 ・・・・・・１７５

包括的支援事業

ア 地域包括支援センター 高齢者支援課 管理係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７６

イ 認知症早期対応推進事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・・１７７

任意事業

ア 介護給付等費用適正化事業

ｱ 要介護認定の適正化 介護保険課 介護認定第一係、介護認定第二係 ・・・・・・・１７８

ｲ ケアプラン点検 介護保険課 事業者運営推進係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１７８

ｳ 住宅改修等点検 介護保険課 給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７８

ｴ 縦覧点検 介護保険課 介護システム係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７８

ｵ 医療情報との突合 介護保険課 介護システム係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１７９

ｶ 介護給付費通知 介護保険課 給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７９

ｷ 返還請求等 介護保険課 給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７９

イ 介護学べるサロン 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・１７９

ウ 認知症高齢者位置情報提供サービス利用料助成 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・１７９

エ 認知症理解普及促進事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・・１８０

オ 認知症高齢者支援連携事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・１８０

カ 家族介護慰労事業 高齢者支援課 高齢給付係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８１

キ 認知症介護者支援事業 高齢者支援課 在宅介護支援係 ・・・・・・・・・・・・・・１８１

第８章 生活保護

１ 生活保護法による援護 総合福祉事務所 管理係、相談係、保護係 ・・・・・・・・・・・１８２

２ 自立支援プログラム 総合福祉事務所 管理係、相談係、保護係／

生活福祉課 保護調整係、医療事務係 ・・・・・・１８４

３ 生活保護実施体制整備等の取組 総合福祉事務所 管理係、相談係、保護係／

生活福祉課 保護調整係、医療事務係

資産調査事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８６

債権調査事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８６

生活相談通訳事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８６

後発医薬品使用促進計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８７

生活援護業務支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８７

４ 法外援護 総合福祉事務所 管理係、保護係／生活福祉課 保護調整係

入浴証の支給・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８７

通学用被服および運動衣購入費の支給・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８７

中学校卒業者入学・就職支度金の支給・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８８

家財保管料等の支給・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８８

自立促進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８８

第９章 児童青少年

１ 相談

子どもと家庭の総合相談 子ども家庭支援センター 児童相談練馬係、児童相談光が丘係、

児童相談石神井係、児童相談大泉係、児童相談調査係 ・・・・１８９

すくすくアドバイザー 子育て支援課 庶務係／在宅育児支援担当課 育児支援係 ・・・１８９

子育て相談 保育課 公立保育所係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９０

２ 各種手当 子育て支援課 児童手当係

 児童手当・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９０
児童育成手当・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９０

第 子誕生祝金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９１

児童扶養手当・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９２

特別児童扶養手当・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９２

３ 医療費助成 子育て支援課 児童手当係

子ども医療費助成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９３

ひとり親家庭等医療費助成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９４

４ 練馬こどもまつり 子育て支援課 児童館係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９５

５ 子ども家庭支援センター

子ども家庭在宅サービス事業 子どもショートステイ・子どもトワイライトステイ

在宅育児支援担当課 育児支援係 ・・・・・・・・・・・１９５

ファミリーサポート 育児支えあい 事業 在宅育児支援担当課 育児支援係 ・・・・・・１９６

多胎児ファミサポ利用券交付事業 在宅育児支援担当課 育児支援係 ・・・・・・・・・１９６

子育てのひろば事業 ぴよぴよ 在宅育児支援担当課 育児支援係 ・・・・・・・・・・１９６

発達に不安のある親子を対象にしたひろば事業 のびのびひろば

在宅育児支援担当課 育児支援係 ・・・・・・・・・・１９８

外遊び型子育てのひろば事業 おひさまぴよぴよ

子ども家庭支援センター 管理係 ・・・・・・・・・・１９８

乳幼児一時預かり事業 在宅育児支援担当課 育児支援係 ・・・・・・・・・・・・・・１９８

育児支援ヘルパー事業 在宅育児支援担当課 子育て事業係 ・・・・・・・・・・・・・１９９

ベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援）

在宅育児支援担当課 子育て事業係 ・・・・・・・・・・１９９

要保護児童対策地域協議会

子ども家庭支援センター 地域連携係、児童相談練馬係、児童相談光が丘係、

児童相談石神井係、児童相談大泉係、児童相談調査係、児童相談連携係 ・・・・・・１９９

子供を守る地域ネットワーク巡回支援事業

子ども家庭支援センター 児童相談練馬係、児童相談光が丘係、児童相談石神井係、

児童相談大泉係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２００

養育支援訪問事業 子ども家庭支援センター 児童相談練馬係、児童相談光が丘係、

児童相談石神井係、児童相談大泉係

ア 児童虐待の再発防止等支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２００

イ 見守り訪問事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２００



子育て世帯訪問支援事業 子ども家庭支援センター 児童相談練馬係、児童相談光が丘係、

児童相談石神井係、児童相談大泉係 ・・・・・・・・・・・・２０１

要支援家庭ショートステイ事業

子ども家庭支援センター 児童相談練馬係、児童相談光が丘係、児童相談石神井係、

児童相談大泉係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０１

（ ）若者ケアラー支援事業 子ども家庭支援センター若者支援係 ・・・・・・・・・・・・・２０１

（ ）社会的養護経験者の自立支援 子ども家庭支援センター若者支援係 ・・・・・・・・・・２０２

６ こども誰でも通園事業（乳児等通園支援事業） 在宅育児支援担当課 こども通園事業係）・２０２

７ 民間学童クラブ事業 子育て支援課 放課後対策第二係 ・・・・・・・・・・・・・・・・２０２

８ 民設子育てのひろば事業 在宅育児支援担当課 育児支援係 ・・・・・・・・・・・・・・２０３

９ 子育てスタート応援券交付事業 在宅育児支援担当課 子育て事業係 ・・・・・・・・・・２０４

外遊びの場の提供事業 子育て支援課 学校応援団・開放係 ・・・・・・・・・・・・・・２０５

練馬こどもカフェ こども施策企画課 こども施策担当係長 ・・・・・・・・・・・・・・２０５

児童館 子育て支援課 児童館係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０５

学童クラブ 子育て支援課 児童館係、放課後対策第二係 ・・・・・・・・・・・・・・・２０８

ねりっこクラブ 子育て支援課 放課後対策第一係、放課後対策調整係 ・・・・・・・・・２０９

学童クラブ室活用型子育て支援事業「にこにこ」 子育て支援課 児童館係

在宅子育て家庭集いの場・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１４

子育てグループ活動の場・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１４

若者自立支援事業(青少年課 青少年係)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１４
 
第 章 保育

１ 保育所

 区立保育所・私立保育所
保育課 管理係、私立保育所係、入園相談係／保育計画調整課 整備計画担当係長 ・・２１５

乳児保育 保育課 管理係、私立保育所係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２５

障害児保育 保育課 保育支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２５

延長保育 保育課 私立保育所係、入園相談係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２６

年末保育 保育課 保育支援係、私立保育所係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２６

休日保育 保育課 入園相談係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２７ 
一時預かり 保育課 保育支援係、私立保育所係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２７ 
地域交流事業 保育課 公立保育所係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２７

２ 地域型保育事業 保育課 地域型保育事業係

家庭的保育事業 保育ママ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２７

小規模保育事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２９

事業所内保育事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３１

居宅訪問型保育事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３１

３ 認証保育所［認可外保育施設］ 保育課 保育サービス推進係 ・・・・・・・・・・・・・２３２

４ 短期特例保育(保育課 保育サービス推進係)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３３ 
５ 病児・病後児保育 保育課 保育サービス推進係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３４

６ 練馬こども園 こども施策企画課 こども施策担当係長 ・・・・・・・・・・・・・・・・２３４
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障害児保育 保育課 保育支援係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２５

延長保育 保育課 私立保育所係、入園相談係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２６

年末保育 保育課 保育支援係、私立保育所係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２６

休日保育 保育課 入園相談係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２７ 
一時預かり 保育課 保育支援係、私立保育所係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２７ 
地域交流事業 保育課 公立保育所係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２７

２ 地域型保育事業 保育課 地域型保育事業係

家庭的保育事業 保育ママ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２７

小規模保育事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２９

事業所内保育事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３１

居宅訪問型保育事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３１

３ 認証保育所［認可外保育施設］ 保育課 保育サービス推進係 ・・・・・・・・・・・・・２３２

４ 短期特例保育(保育課 保育サービス推進係)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３３ 
５ 病児・病後児保育 保育課 保育サービス推進係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３４

６ 練馬こども園 こども施策企画課 こども施策担当係長 ・・・・・・・・・・・・・・・・２３４

７ 認定こども園 学務課 幼稚園係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３５

８ 練馬区保育所等職員研修および動画研修等 保育課 保育人材育成係 ・・・・・・・・・・２３６

Ⅳ 資料

【練馬区保育関係施設一覧】

〇 練馬区立保育所一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３８

〇 練馬区私立保育所一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３８

〇 認証保育所一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４１

〇 小規模保育事業一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４１
〇 事業所内保育事業一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４２
〇 病児・病後児保育施設一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４２

〇 練馬こども園一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４２
〇 認定こども園一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４３

【練馬区児童館・学童クラブ・民間学童クラブ一覧】

〇 児童館・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４４

〇 学童クラブ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４４

〇 民間学童クラブ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４４

【ねりっこクラブ一覧】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４５

【練馬区福祉年表】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４６



1

Ⅰ　福祉部・高齢施策担当部・こども家庭部の概況

  第１章　福祉部・高齢施策担当部・こども家庭部の組織(令和7年4月1日現在)

福祉部参事

福祉防災・システム係

障害審査係

障害調整係

こども発達支援センター

自立促進支援係

介護サービス検査第二係

地域福祉係

厚生文化会館

ひと・まちづくり推進係

就労調整担当係長

心身障害者福祉センター

管理係

氷川台福祉園

社会福祉法人係

連携推進担当係長

医療事務係

施設調整担当係長
施設調整担当係長

相談係
管理係

練 馬 総 合 福 祉 事 務 所

保護第一係

保護第五係

生 活 福 祉 課

調 整 担 当 課
障 害 者 サ ー ビ ス

事業計画係

障害者給付係

就労支援係

地域生活支援係

大泉学園町福祉園

福祉部

庶務係

臨時給付金担当係長

障害者施策推進課

保育サービス検査係
介護サービス検査第一係

障害福祉サービス検査係

管理係

指 導 検 査 担 当 課

管 理 課

援護係

保護第二係

保護第四係

障害者支援係

保護第三係

知的障害者担当係長

保護第六係

事業者支援係

高齢者支援係

福祉事務係

担当係長(練馬区社会福祉協議会派遣)

保護調整係

ひとり親家庭支援係



2

保護第一係

地域包括支援係

福祉事務係

相談係

保護第五係

事業者指定係

介護予防係

管理係

介護認定第二係

区立施設運営係

石神井総合福祉事務所

相談係

介 護 保 険 課

高 齢 者 支 援 課
生活支援体制整備係

知的障害者担当係長

高 齢 社 会 対 策 課

保護第四係

光が丘総合福祉事務所

大泉総合福祉事務所

資格保険料係

給付係
介護システム係

事業者運営推進係

在宅介護支援係
高齢者健康支援係

管理係

保護第二係

高齢施策担当部

保護第五係

福祉事務係

保護第三係

高齢者支援係

いきがい係

計画係
施設係

知的障害者担当係長

保護第四係

管理係

障害者支援係

介護認定第一係

高齢給付係

知的障害者担当係長

管理係

保護第五係
保護第四係

保護第一係

福祉事務係

管理係

相談係

保護第一係
保護第二係
保護第三係

管理係

保護第二係

高齢者支援係
障害者支援係

高齢者支援係

保護第三係

障害者支援係



2 3

管理係

児童館係

保育企画担当係長

特別支援担当係長

整備計画担当係長

児童相談連携係

保育所保健係

地域連携係

児童相談大泉係

放課後対策第一係

保育人材育成係
公立保育所係

放課後対策第二係

入園相談係

私立保育所係

子 ど も 家 庭
支 援 セ ン タ ー

青 少 年 課
春日町青少年館

管理係

児童相談練馬係

児童相談石神井係

こども施策企画課

保 育 課

整備計画担当係長
保 育 計 画 調 整 課

巡回支援担当係長
保育所給食係

保育DX係長

調整担当係長

巡回支援係

保育企画担当係長

子 育 て 支 援 課
庶務係

こども家庭部

こども施策担当係長

児童相談光が丘係

育成支援係

保育認定係
保育所(28所)

保育サービス推進係

青少年係

地域型保育事業係

こども施策担当係長

こども施策担当係長

こども通園事業係

副 参 事

こども施策担当係長

児 童 相 談 担 当

児童相談調整担当係長

母子保健相談担当係長

育児支援係
在 宅 育 児 支 援

子育て事業係
担 当 課

事業推進係

母子保健相談担当係長

母子保健相談担当係長

放課後対策調整係
学校応援団・開放係

児童館(13館)
学童クラブ(7クラブ)

母子保健相談担当係長

保育支援係

児童相談調査係

運営支援担当係長

児童施設係

母子保健相談担当係長
母子保健相談担当係長

運営支援担当係長

若者支援係
母子保健相談担当係長
母子保健相談担当係長

児童手当係
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※認定こども園　参考掲載

学 務 課 学事係

特別支援教育係

管理係

幼稚園係

就学相談係　
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部・課・係名 分　　掌　　事　　務

庶 務 係 １　部の事務事業に係る総合的な企画、調査および連絡調整に関すること。
２　部の予算、決算および会計に関すること。
３　福祉部および健康部の議会に係る調整に関すること。
４　部の文書および公印に関すること。
５　部の事務事業の進行管理に関すること。
６　厚生文化会館に関すること。
７　部および課の庶務事務に関すること。
８　部内他の課および課内他の係に属しないこと。

臨時給付金担
当 係 長

１　住民税非課税世帯等に対する臨時給付金に関すること。

福祉防災・シ
ス テ ム 係

１　避難行動要支援者名簿に関すること。
２　個別避難計画に関すること。
３　福祉避難所に関すること。
４　避難行動要支援者の安否確認に関すること。
５　災害対策福祉部に関すること。
６　福祉情報システムに関すること。

地 域 福 祉 係 １　地域福祉計画の策定等に関すること。
２　民生委員および児童委員の全区的事業に関すること。
３　福祉有償運送に関すること。
４　成年後見制度の普及・啓発に関すること。
５　保健福祉サービス苦情調整委員に関すること。
６　地区社会福祉協議会に関すること。
７　看護師等修学資金返還事務に関すること。
８　戦傷病者、戦没者遺族等の援護に関すること。
９　保護司会および更生保護女性会への補助金交付に関すること。

ひと・まちづ
く り 推 進 係

１　福祉のまちづくりの総合調整に関すること。
２　福祉のまちづくりに係る区民活動支援に関すること。
３　つながるカレッジねりま(福祉分野)に関すること。
４　非営利地域福祉活動への支援に関すること。
５　こどもだんらん食堂への支援に関すること。
６　練馬福祉人材育成・研修センター事業に関すること。
７　介護および障害福祉サービス両分野に共通する人材の確保、育成および定着支援に関す
  ること。

厚生文化会館 １　練馬区立厚生文化会館条例第3条に定める事業。
２　会館の管理に関すること。
３　会館の文書および公印に関すること。
４　会館の利用承認に関すること。

社会福祉法人
係

１　社会福祉法人の認可に関すること。
２　社会福祉連携推進法人の認定に関すること。
３　社会福祉法人の指導監査に関すること。
４　社会福祉連携推進法人の指導監査に関すること。
５　社会福祉法人等の会計に関すること。

障害福祉サー
ビ ス 検 査 係

１　障害福祉サービス事業者の指導検査に関すること。

保育サービス
検 査 係

１　保育サービス事業者の指導検査に関すること。

介護サービス
検 査 第 一 係
介護サービス
検 査 第 二 係

１　介護サービス事業者の指導検査に関すること。

第２章　福祉部・高齢施策担当部・こども家庭部の分掌事務

管　　理　　課
福　　祉　　部

指　　導　　検　　査　　担　　当　　課
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管 理 係 １　障害者(児)福祉団体に関すること。
２　心身障害者福祉集会所に関すること。
３　障害者(児)福祉行事に関すること。
４　課の庶務事務に関すること。
５　課内他の係および担当係長に属しないこと。

事 業 計 画 係 １　障害者(児)福祉施策ならびに障害者(児)に関する計画の立案および調整に関すること。
２　自立支援協議会に関すること。
３　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(平成25年法律第65号)に基づく相談体
　制の整備および障害者差別解消支援地域協議会に関すること。
４　障害者虐待防止センターに関すること。
５　障害児支援に関すること(課内他の係および担当係長に属するものを除く。)。
６　相談支援に関すること(課内他の係および担当係長に属するものを除く。)。
７　障害者地域生活支援センターに関すること。
８　地域生活支援拠点に関すること。

施設調整担当
係 長

１　障害者福祉施設の整備計画および整備事業に関すること。
２　障害者福祉施設の調整に関すること(課内他の係に属するものを除く。)。
３　区立障害者施設の改修計画に関すること。
４　区立障害者施設の改修等の関係部署間の調整に関すること。

就 労 支 援 係 １　障害者の就労支援に関すること。
２　就労継続支援事業等に関すること。
３　福祉作業所等の利用調整に関すること。

就労調整担当
係 長

１　業務協力員の就労調整等に関すること。

地域生活支援
係

１　ショートステイに関すること。
２　生活介護事業に関すること。
３　福祉園等の利用調整に関すること。
４　グループホームに関すること。
５　障害者相談員に関すること。
６　相談支援に関すること(課内他の係および担当係長に属するものを除く)。
７　福祉避難所に関すること。

福 祉 園 １　当該福祉園の管理に関すること。
２　文書および公印に関すること。
３　会計事務に関すること。
４　事業の調査および統計に関すること。
５　施設の利用承認に関すること。
６　利用者に対する指導訓練に関すること。
７　利用者の保健衛生に関すること。
８　利用者の給食および諸行事に関すること。
９　利用者の保護者との連絡調整に関すること。

障　　害　　者　　施　　策　　推　　進　　課
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障 害 調 整 係 １　障害者施策の総合福祉事務所間および保健所との企画調整に関すること。
２　障害者(児)の福祉手当に関すること(総合福祉事務所に属するものを除く。)。
３　心身障害者(児)医療費の助成に関すること(総合福祉事務所に属するものを除く。)。
４　心身障害者扶養共済に関すること(総合福祉事務所に属するものを除く。)。
５　障害者の手話通訳者および要約筆記者の派遣に関すること。
６　障害者(児)の福祉タクシーに関すること(総合福祉事務所に属するものを除く。)。
７　障害者の自動車燃料費の助成に関すること(総合福祉事務所に属するものを除く。)。
８　障害者(児)の紙おむつ等の支給に関すること(総合福祉事務所に属するものを除く。)。
９　障害者(児)の出張調髪に関すること(総合福祉事務所に属するものを除く。)。
10　障害者(児)のリフト付福祉タクシーに関すること(総合福祉事務所に属するものを除
　く。)。

障害者給付係 １　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第123号。
　以下、「障害者総合支援法」という。)に基づく事務事業の調整に関すること。
２　障害者福祉費に係る補助金等に関すること。
３　障害者総合支援法による自立支援給付費等の支払に関すること。
４　障害者に対する法外支援に係る支払に関すること。
５　児童福祉法(昭和22年法律第164号)に基づく障害児通所給付費等の支払および補助金等に
　関すること。
６　障害者入所施設整備費補助金に関すること。

事業者支援係 １　障害福祉サービスを担う人材の確保、事業者の研修および従事者の養成に関すること。
２　障害者総合支援法に基づく特定相談支援事業者および児童福祉法に基づく障害児相談支
　援事業者の指定に関すること。
３　障害者総合支援法に基づくサービスを提供する事業者の登録に関すること。
４　障害者総合支援法および児童福祉法に基づく障害者(児)サービス事業所の開設の相談お
　よび情報の提供に関すること(部内他の課に属するものを除く。)。
５　民間作業所等の補助金に関すること。

障 害 審 査 係 １　練馬区障害者給付審査会の運営に関すること。
２　介護給付費および訓練等給付費の支給に関すること。

心身障害者福
祉 セ ン タ ー

１　福祉センターの文書および公印に関すること。
２　福祉センターの利用承認に関すること。
３　福祉センターの利用者の相談に関すること。
４　福祉センター利用者の指導および訓練に関すること。
５　定例的な事務の執行に関すること。

こども発達支
援 セ ン タ ー

１　センターの管理に関すること。
２　センターの文書および公印に関すること。
３　センターの利用承認に関すること。
４　センターの利用者の相談に関すること。
５　センターの利用者の指導および訓練に関すること。
６　定例的な事務の執行に関すること。

障　害　者　サ　ー　ビ　ス　調　整　担　当　課
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管 理 係 １　総合福祉事務所の運営に係る総合調整に関すること。
２　総合福祉事務所の予算、決算および会計に係る総合調整に関すること。
３　福祉資金の償還に関すること。
４　生活保護適正実施検討委員会の運営に関すること。
５　行旅病人・行旅死亡人に関すること。
６　課の庶務事務に関すること。
７　課内他の係および担当係長に属しないこと。

自立促進支援
係

１　生活困窮者自立支援法(平成25年法律第105号)等による支援の実施に係る施策の企画、立
　案および関係機関との調整に関すること。
２　路上生活者対策事業に係る関係機関との調整に関すること。(総合福祉事務所に属するも
　のを除く。)。

連携推進担当
係 長

１　社会福祉法(昭和26年法律第45号)第106条の３第１項第３号に掲げる支援の体制整備およ
　び実施に係る関係機関との調整に関すること。

保 護 調 整 係 １　練馬区被保護者等自立支援プログラム実施要領に係る関係機関との調整に関すること(課
　内他の係に属するものを除く。)。
２　生活保護法(昭和25年法律第144号)による保護の実施に係る企画、立案および総合福祉事
　務所間の調整に関すること。
３　生活保護事務の電算システムに関すること。
４　被保護世帯に対する法外援護の統括に関すること。

医 療 事 務 係 １　生活保護法による医療事務および介護扶助の実施に係る企画、立案および総合福祉事務
　所間の調整に関すること。
２　生活保護法による医療券および介護券に関すること(総合福祉事務所に属するものを除
　く。)。

ひとり親家庭
支 援 係

１　ひとり親家庭支援施策の総合調整に関すること。
２　ひとり親家庭についての相談および支援の実施に関すること(総合福祉事務所に属するも
　のを除く。)。
３　入院助産制度に関すること(総合福祉事務所に属するものを除く。)。
４　母子生活支援施設に関すること(総合福祉事務所に属するものを除く。)。
５　児童福祉法に基づく助産施設および母子生活支援施設の入所費用に関すること(総合福祉
　事務所に属するものを除く。)。

生　　活　　福　　祉　　課　
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管 理 係 １　所の文書および公印に関すること。
２　所の会計事務に関すること(所内他の係に属するものを除く。)。
３　民生委員地区協議会に関すること。
４　被保護世帯に対する高等学校進学準備資金の貸付けに関すること。
５　所の庶務事務に関すること。
６　所内他の係および担当係長に属しないこと。

相 談 係
※練馬総合福
祉 事 務 所 に
あっては第７
号 を 除 く 。

１　生活保護法(昭和25年法律第144号)に係る面接相談に関することならびに児童福祉法(昭
　和22年法律第164号)、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律(令和4年法律第52
　号)、母子及び父子並びに寡婦福祉法(昭和39年法律第129号)および配偶者からの暴力の防
　止及び被害者の保護等に関する法律　(平成13年法律第31号)に係る面接相談および支援に
　関すること(所内他の係に属するものを除く。)。
２　前号に規定する事項以外の母子、父子、女性および家庭についての相談等に関するこ
　と。
３　生活保護法による保護の実施ならびに児童福祉法による助産施設および母子生活支援施
　設の入所等に関すること。
４　児童福祉法の実施に係る会計事務のうち助産施設および母子生活支援施設の入所費用に
　関すること。
５　福祉資金の貸付けに関すること(他の課に属するものを除く。)。
６　ひとり親家庭支援施策の実施に関すること(他の課に属するものを除く。)。
７　教育委員会事務局こども家庭部保育課の事務の一部の受付に関すること。
８　法外援護緊急たすけあい資金の貸付けに関すること。
９  受験生チャレンジ支援貸付事業の受付に関すること。
10  その他生活全般に係る面接相談に関すること。

援 護 係
練馬総合福

祉事務所のみ
設 置

１  中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者
　の自立の支援に関する法律(平成6年法律第30号)による支援給付の実施および配偶者支援金
　の支給に関すること。
２　中国残留邦人等に対する地域生活支援事業に関すること。

保 護 第 一 係
保 護 第 二 係
保 護 第 三 係
保 護 第 四 係
保 護 第 五 係
保 護 第 六 係
保護第六係

は練馬総合福
祉事務所のみ
設 置

１　生活保護法による保護の実施に関すること。
２　その他の個別的援護に関すること。

高齢者支援係 １　老人福祉法(昭和38年法律第133号)による福祉の措置および援護の調整に関すること。
２　高齢者の保健福祉に係る相談および支援に関すること。
３　圏域内の地域包括支援センターに係る全体の総括および調整に関すること。
４　圏域内の地域ケア会議に関すること。

障害者支援係 １　障害者総合支援法(平成17年法律第123号)による身体障害者(児)、知的障害者(児)および
　難病患者等への自立支援給付費等の支給および支援の調整に関すること。
２　児童福祉法による身体障害児および知的障害児への障害児通所支援給付費等の支給およ
　び支援の調整に関すること。
３　身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)その他法令による個別的援護または更生の措置
　の調整に関すること。
４　法外の障害者サービスに係る支援の調整に関すること。

知 的 障 害 者
担 当 係 長

１　知的障害者(児)の福祉に係る相談、調整、調査および指導に関すること(所内他の係に属
　するものを除く。)。
２　知的障害者福祉法(昭和35年法律第37号)その他法令による個別的援護または更生の措置
　の調整に関すること。

福 祉 事 務 係
※練馬総合福
祉 事 務 所 に
あっては第
号および第
号、石神井総
合福祉事務所
にあっては第
号を除く。

１　障害者(児)の福祉手当に関すること。
２　心身障害者(児)医療費の助成に関すること。
３　心身障害者扶養共済に関すること。
４　障害者(児)の福祉タクシーに関すること。
５　障害者の自動車燃料費の助成に関すること。
６  障害者(児)の紙おむつ等の支給に関すること。
７  障害者(児)の出張調髪に関すること。
８　障害者(児)のリフト付福祉タクシーに関すること。
９  区民部国保年金課の事務の一部の受付に関すること。
10  教育委員会事務局こども家庭部子育て支援課の事務の一部の受付に関すること。

総　　合　　福　　祉　　事　　務　　所　
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管 理 係 １　高齢者施策に関する総合調整に関すること(部内他の課および課内他の係に属するものを
　除く。)。
２　社会福祉法人練馬区社会福祉事業団に関すること。
３　課の庶務事務に関すること。
４　課内他の係に属しないこと。

区立施設運営
係

１　敬老館に関すること。
２　区立はつらつセンターの指定管理者との連絡調整に関すること。
３　区立デイサービスセンターの指定管理者との連絡調整に関すること。
４　区立デイサービスセンター等の改修工事に関すること。

計 画 係 １　高齢者施策の立案および調整に関すること。
２　高齢者保健福祉計画および介護保険事業計画に関すること。
３　介護保険運営協議会に関すること。
４　介護人材の確保、育成および定着支援に関すること。

施 設 係 １　特別養護老人ホーム等高齢者福祉施設の整備に関すること。
２　高齢者優良居室提供事業に関すること。
３　高齢者集合住宅の生活協力員に関すること。
４　民営化特別養護老人ホームとの連絡調整に関すること。
５　特別養護老人ホームの入所指針に関すること。

い き が い 係 １　老人クラブに関すること。
２　公益社団法人練馬区シルバー人材センターに関すること。
３　敬老祝品に関すること。
４　高齢者いきいき健康事業に関すること。
５　高齢者の就業・社会参加支援事業に関すること。
６　高齢者お困りごと支援事業に関すること。

介 護 予 防 係 １　介護予防・日常生活支援総合事業の企画調整および実施に関すること。
２　一般介護予防事業に関すること。
３　認知症予防事業の企画調整および実施に関すること。

高　　齢　　社　　会　　対　　策　　課
高　　齢　　施　　策　　担　　当　　部
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管 理 係 １　高齢者施策の総合福祉事務所間の連絡調整に関すること。
２　地域包括支援センターに係る庶務に関すること。
３　高齢者緊急一時宿泊事業に関すること。
４　介護サービス事業者の支援に関すること。
５　介護保険に関すること(部内他の課に属するものを除く。)。
６　老人福祉法(昭和38年法律第133号)その他の法令による措置費等の支払に関する
    こと。
７　課の庶務事務に関すること。
８　課内他の係に属しないこと。

地 域 包 括
支 援 係

１　地域包括支援センターに係る全体の統括および調整に関すること。
２　地域包括ケア推進協議会に関すること。
３　地域ケア会議に関すること。
４　介護予防・日常生活支援総合事業の申請受付の総合調整に関すること。
５　介護予防・日常生活支援総合事業対象者のケアプランに関すること。
６　介護支援専門員の育成支援に関すること。

生活支援体制
整 備 係

１　生活支援コーディネーターおよび生活支援体制整備に係る協議体に関すること。
２　ひとり暮らし高齢者等訪問支援事業に関すること。
３　高齢者の見守りに係る事業に関すること。
４　街かどケアカフェ事業に関すること。
５　高齢者支え合いサポーターに関すること。

高 齢 者 健 康
支 援 係

１　高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関すること。

在 宅 介 護
支 援 係

１　認知症支援事業の企画調整および実施に関すること。
２　認知症高齢者位置情報提供サービス利用料助成事業に関すること。
３　介護学べるサロンに関すること。
４　医療と介護の相談窓口に関すること。
５　在宅療養・介護の連携に関すること(他の部に属するものを除く。)。
６　もの忘れ検診事業に関すること。
７　認知症介護者支援事業に関すること。
８  高齢者聞こえのコミュニケーション支援事業に関すること。

高 齢 給 付 係 １　高齢者の布団乾燥および寝具クリーニングに関すること。
２　家族介護慰労事業に関すること。
３　高齢者の紙おむつ等の支給に関すること。
４　高齢者の出張調髪に関すること。
５　高齢者のリフト付福祉タクシーに関すること。
６　車いす等の貸与に関すること。
７　三療サービス事業に関すること。
８　ひとりぐらし高齢者入浴証交付事業に関すること。
９　高齢者居宅火災予防設備設置事業に関すること。
10　高齢者在宅生活あんしん事業に関すること。

高　　齢　　者　　支　　援　　課
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管 理 係 １　介護保険の普及に関すること。
２　介護保険の不服審査に関すること。
３　介護保険事業の調整に関すること。
４　介護保険事業の予算、決算および会計に関すること。
５　介護保険の統計および調査に関すること。
６　介護保険の苦情および相談の取りまとめに関すること。
７　第三者評価支援に関すること。
８　課の庶務事務に関すること。
９　課内他の係に属しないこと。

事業者指定係 １　地域密着型サービス事業者等の指定に関すること。
２　居宅介護支援事業者等の指定に関すること。
３　基準該当事業者の登録に関すること。
４　指定サービス事業者等の情報に関すること。
５　地域包括ケア推進協議会に関すること(地域密着型サービスに関することに限る。)。
６　介護予防・日常生活支援総合事業のサービス・活動事業者の指定に関すること。

事業者運営推
進 係

１　居宅サービス計画等の適正指導に関すること。
２　運営推進会議に関すること。
３　介護予防・日常生活支援総合事業のサービス・活動事業に関すること（部内他の課に属
　するものを除く。）。
４　介護事業者および介護予防・日常生活支援総合事業のサービス・活動事業者への日常
　的な指導助言に関すること（他の部に属するものを除く。）。
５　介護給付調査員に関すること。

介護認定第一
係

１　要介護認定申請に関すること。
２　要介護認定審査に関すること。
３　審査会委員に関すること。

介護認定第二
係

１　要介護認定調査に関すること。
２　認定調査員に関すること。

給 付 係 １　介護保険の保険給付に関すること。
２　介護報酬および介護予防・日常生活支援総合事業のサービス・活動事業に係るサービス費
　の支払に関すること（部内他の課に属するものを除く。）。
３　保険給付の不当利得に関すること。
４　負担割合証に関すること。
５　保険給付の一部負担金に関すること。
６　国民健康保険団体連合会の契約・支払に関すること。
７　高齢者自立支援住宅改修および用具事業に関すること。

介護システム
係

１　介護保険システムの調整に関すること。
２　給付適正化事業の調整に関すること。
３　居宅サービス計画および介護予防サービス計画の届出に関すること。
４　国民健康保険団体連合会に関すること(契約・支払に関することを除く。)。

資格保険料係 １　被保険者の資格の取得および喪失に関すること。
２　被保険者証に関すること。
３　保険料の賦課に関すること。
４　保険料の収納に関すること。
５　保険料の証明に関すること。
６　保険料の還付および充当に関すること。
７　保険料の収納委託および受託に関すること。
８　保険料の滞納整理に関すること。
９　保険料の滞納処分に関すること。

介　　護　　保　　険　　課
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庶 務 係 １　部の事務事業に係る総合的な企画、調査および連絡調整に関すること。
２　部の予算、決算および会計に関すること。
３　部の文書および公印に関すること。
４　部の事務事業の進行管理に関すること。
５　部および課の庶務事務に関すること。
６　部内他の課ならびに課内他の係および担当係長に属しないこと。

児 童 手 当 係 １　児童手当、児童育成手当、児童扶養手当および特別児童扶養手当に関すること。
２　ひとり親家庭等の医療費助成に関すること。
３　子どもの医療費助成に関すること。
４　第３子誕生祝金に関すること。

児 童 館 係 １　児童館に関すること。
２　学童クラブに関すること(課内他の係に属するものを除く。)。
３  児童の健全育成に関すること。
４　学童クラブの支援調整に関すること。

特別支援担当
係 長

１　区立学童クラブの障害児保育に関すること。
２　練馬区立貫井地区区民館学童クラブに関すること。

放課後対策第
一 係

１　ねりっこクラブの運営に関すること。
２　学童クラブの入会制度および保育料に関すること。
３　学童クラブ連絡メールおよびキッズ安心メールに関すること。
４　児童館および学童クラブ職員の研修に関すること。
５　練馬区放課後子ども総合プランに関すること。

放課後対策第
二 係

１　ねりっこクラブおよび学童クラブの業務委託契約に関すること。
２　業務委託により運営する学童クラブの運営に関すること。
３　放課後児童等の広場事業に関すること。

放課後対策調
整 係

１　放課後児童対策に係る企画および連絡調整に関すること。

学校応援団・
開 放 係

１　学校応援団事業の推進に関すること。
２　学校開放事業に関すること。
３　学校設備の利用の申請に関すること。
４　外遊びの場の提供事業に関すること。

児 童 施 設 係 １　部所管施設の建設計画に関すること。
２　部所管施設の維持管理に関すること(青少年課に属するものを除く。)。

こども施策担
当 係 長

１　子育て支援施策および子育て支援事業の計画に係る総合的な企画および連絡調整に関す
　ること。
２  次世代育成支援行動計画に関すること。
３　児童相談体制の構築に係る企画および連絡調整に関すること。
４　子育て支援策に係る事業の企画および連絡調整に関すること。
５　幼保一元化に係る企画および連絡調整に関すること。

こ　　ど　　も　　家　　庭　　部
子　　育　　て　　支　　援　　課

こ　　ど　　も　　施　　策　　企　　画　　課
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管 理 係 １　区立保育所の職員に関すること(課内他の担当係長に属するものを除く。)。
２　保育所等の負担金および補助金に関すること。
３　電算システムに関すること。
４　課の庶務事務に関すること。
５　課内他の係および担当係長に属しないこと。

保育企画担当
係 長

１　保育制度の企画および調整に関すること。
２　保育に関する調査および研究に関すること。

保育DX係 １　デジタルを活用した保育施策の調整および推進に関すること。
２　保育システムの管理運営に関すること。
３　子ども・子育て支援システムに関すること。

公立保育所係 １　区立保育所の保育教材および保育用具に関すること。
２　区立保育所の運営に関すること(課内他の係および担当係長に属するものを除く。)。
３　保育施設に関する調査および研究に関すること。

保育人材育成
係

１　保育所等職員の人材の育成・研修に関すること。
２　保育士等の確保の支援に関すること。
３　区立保育園職員と保育課・保育計画調整課の職員の研修に関すること。

巡回支援係・
巡回支援担当
係 長

１　施設型給付の対象となる施設に対する巡回等支援指導に関すること(事務局内他の部に属
　するものを除く。)。
２　地域型保育給付の対象となる施設に対する巡回等支援指導に関すること。
３  認可外保育施設に対する巡回等支援指導に関すること。

保育所給食係 １　保育所の給食に関すること。

保育所保健係 １　保育所の衛生管理に関すること。
２　区立保育所の園医および歯科医に関すること。
３　部内の看護業務の指導・助言に関すること。

保 育 支 援 係 １　障害児保育・医療的ケアに関すること。
２　区立保育所の年末保育および一時保育の利用および保育料に関すること。
３　１年保育に関すること。
４　子ども・子育て支援法に基づく施設等利用費の確認に関すること(事務局内他の部、部内
　他の課および課内他の係に属するものを除く。)。

私立保育所係 １　施設型給付の対象となる施設および事業者の確認に関すること(事務局内他の部に属する
　ものを除く。)。
２　保育所における施設型給付に関すること。
３　一時預かり事業に関すること(事務局内他の部および練馬区立子ども家庭支援センターに
　属するものを除く。)。
４　私立保育所連絡会に関すること。

地域型保育事
業 係

１　地域型保育給付の対象となる施設および事業者の確認および認可に関すること(事務局内
　他の部に属するものを除く。)。
２　地域型保育事業および認定こども園(幼稚園型認定こども園を除く。)の給付費等に関す
　ること。

保育サービス
推 進 係

１　短期特例保育に関すること。
２　認証保育所に関すること。
３　病児・病後児保育に関すること。
４　子ども・子育て支援法に基づく特定子ども・子育て支援施設等の確認に関すること(事務
　局内他の部、部内他の課および課内他の係に属するものを除く。)。
５　その他認可外保育施設に関すること。

入 園 相 談 係 １　特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の利用の調整、あっせん、要請および勧
　奨ならびに措置に関すること。
２　特定教育・保育施設または地域型保育事業の利用者の支援に関すること。
３　延長保育および休日保育の利用に関すること。

保 育 認 定 係 １　子ども・子育て支援法に基づく保育の給付に係る教育・保育給付認定に関すること。
２　子ども・子育て支援法に基づく幼児教育・保育の無償化に係る施設等利用給付認定に関
　すること。
３　保育所保育料の賦課徴収に関すること。
４　副食費の徴収に関すること。

保　　育　　課
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調整担当係長 １　区立保育所の運営業務委託の企画・調整に関すること。

整備計画担当
係 長

１　区立保育所の委託民間化等の計画に関すること。
２　保育所等の整備計画に関すること。
３　保育所等の整備および運営の基準に関すること。
４　保育所等の利用定員に関すること。
５　民間保育施設の整備に関すること。

運営支援担当
係 長

１　区立保育所の運営業務委託の管理に関すること。

青少年係 １　青少年対策の連絡調整に関すること。
２　青少年問題協議会に関すること。
３　青少年育成地区委員会の連絡調整に関すること。
４　青少年育成地区委員会の事務局に関すること。
５　青少年育成地区指導員に関すること。
６　子どもたちを健やかに育てる運動に関すること。
７　青少年キャンプ場の運営に関すること。
８　青少年委員に関すること。
９　青少年団体の育成および青少年団体との連絡に関すること。
10　青少年館との連絡調整に関すること。
11　課の庶務事務に関すること。

育成支援係 １　青少年の健全育成に係る講座の開設および運営に関すること。
２　家庭教育に係る講座の開設および運営に関すること。
３　民間および公有地等一時開放の遊び場に関すること。
４　児童遊園運営委員会に関すること。
５　その他青少年の健全育成活動に関すること。

春日町青少年館 １　館の文書および公印に関すること。
２　施設等の維持管理に関すること。
３　館の行う各種事業の企画および実施に関すること。
４　館の利用承認に関すること。
５　南大泉青少年館に関すること。

子　　ど　　も　　家　　庭　　支　　援　　セ　　ン　　タ　　ー
管 理 係 １　練馬区立子ども家庭支援センターの管理に関すること。

２　センターの文書および公印に関すること。
３　センターの予算、決算および会計に関すること。
４　センターの庶務事務に関すること。
５　センター内他の係に属しないこと。

地 域 連 携 係 １　要保護児童対策地域協議会事務局に関すること。
２　特定妊婦、要保護児童等に係る調査・統計に関すること。
３　地域との連携強化に関すること。

児 童 相 談 練 馬 係
児童相談光が丘係
児童相談石神井係
児 童 相 談 大 泉 係

１　児童虐待の防止に係る相談に関すること。
２　要保護児童に関すること。

児童相談調査係 １　児童虐待の防止に係る相談の初動対応に関すること。
２　東京都児童相談センターとの連携事業に関すること。

児童相談連携
係

１　児童虐待の防止に係る児童相談と母子保健相談の連携および調整に関すること。

児童相談調整
担 当 係 長

１　児童相談体制の構築に関すること。
２　練馬区立子ども家庭支援センター条例(平成17年７月練馬区条例第65号)第３条に定める
　事業の企画および調整に関すること。

若 者 支 援 係 １　若者ケアラー支援事業に関すること。
２　社会的養護経験者の自立支援に関すること。

母子保健相談
担 当 係 長

１　児童虐待の防止に係る母子保健相談に関すること。

保　　育　　計　　画　　調　　整　　課

青　　少　　年　　課
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在　　宅　　育　　児　　支　　援　　担　　当　　課
育 児 支 援 係 １　子どもおよび子育て家庭の支援に関すること(センター内他の係に属するものを除

　く。)。
２　地域子ども家庭支援センターの運営に関すること(児童相談に関することを除く。)。

子育て事業係 １　子どもおよび子育て家庭の支援に係る事業に関すること。

事 業 推 進 係 １　在宅育児支援に係る企画および調整に関すること。

こども通園事
業 係

１　乳児等通園支援事業の総合調整に関すること（部内他の課に属するものを除く。）。

幼 稚 園 係 １　区立幼稚園の就園に関すること。
２　区立幼稚園運営費に関すること。
３　区立幼稚園の維持管理(部内他の課に属しないもの)に関すること。
４　私立幼稚園および幼稚園型認定こども園の指導監督に関すること。
５　私立幼稚園および幼稚園型認定こども園ならびに園児保護者への助成に関すること。
６　子ども・子育て支援法に基づく幼稚園および幼稚園型認定こども園における教育の給付
　に係る支給認定に関すること。
７　子ども・子育て支援法に基づく幼稚園および幼稚園型認定こども園における施設型給付
　に関すること。
８　幼稚園および幼稚園型認定こども園における一時預かり事業に関すること。

学　　務　　課
※　学務課は教育振興部の所管であるが「認定こども園」に関して掲載している
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第３章　福祉部・高齢施策担当部・こども家庭部関係予算概況
　　　　　※比率は、百分率で表示し、小数点以下第2位を四捨五入したので合計が合わない
　　　　　   場合がある。

１　令和7年度歳出予算(当初)

(1)　一般会計に占める保健福祉費・こども家庭費の割合

(2)　保健福祉費・こども家庭費の内訳

保健福祉費

千円

生活保護費

千円

保健衛生費

千円

こども家庭費

千円

保健福祉費

千円

こども家庭費

千円教育費

千円

総務費

千円

区民費

千円

土木費

千円

環境費

千円 その他

千円

区一般会計歳出予算合計（当初） 千円

保健福祉費・こども家庭費歳出予算合計（当初） 千円

都市整備費 千円
地域文化費 千円
公債費 千円
諸支出金 千円
産業経済費 千円
議会費 千円
予備費 千円
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２　一般会計に占める保健福祉費・こども家庭費の推移(決算額)
    ※以下の決算額は百万円単位で表示し、十万円単位未満を四捨五入した。

※　保健福祉費・こども家庭費の予算・決算額には、「ねりまの福祉」の内容に含まれて

　　いない保健衛生、青少年育成関係の予算・決算額を含んでいる。

令
和

年
度

令
和

年
度

令
和

年
度

令
和

年
度

令
和

年
度

百百
万万

保健福祉費・こども家庭費 一般会計 一般会計に対する割合
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３　特別会計(令和7年度当初予算)

介護保険会計

【歳入】 64,092,086千円

【歳出】 64,092,086千円

保険給付費

千円

地域支援事業費

千円

その他

千円

介護保険料

千円

国庫支出金

千円
支払基金交付金

千円

都支出金

千円

繰入金

千円

その他

千円
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Ⅱ 福祉施策の体系

１ 第 次みどりの風吹くまちビジョン

区は、平成 年 月、新しい区政運営の方向性を明らかにし、将来を見据えた戦略を提示する

ため、「みどりの風吹くまちビジョン」を策定した。平成 年 月には、区政を更に前に進めるた

め、「暮らし｣・｢都市｣・｢区民参加と協働」の つの分野からなる「グランドデザイン構想」を策

定し、目指す将来像を区民の皆様と共有した。

グランドデザイン構想の実現を目指し、新たな総合計画として平成 年 月に「第 次みどり

の風吹くまちビジョン」を策定した。令和 年 月には、新型コロナウイルス感染症の感染拡大な

ど社会情勢の変化に対応するため、令和 年度から 年度の か年の取組を定める「第 次みどり

の風吹くまちビジョン 改定アクションプラン」を策定した。

グランドデザイン構想の実現に向けて、これまでの政策を着実に継続・発展させ、その上に立ち、

みどり、文化、スポーツ、都市インフラなど区民生活をより豊かにする施策に更に力を入れていく

必要がある。構想実現に向けた政策展開を明らかにするため、区の新たな総合計画として令和 年

月に「第 次みどりの風吹くまちビジョン」 以下「第 次ビジョン」という。 を策定した。第

次ビジョンは、グランドデザイン構想実現への道筋を示す基本計画と、具体的な実行計画である

アクションプランの 部構成としている。基本計画では「 つの施策の柱」を示し、アクションプ

ランでは「 の戦略計画」、「年度別取組計画」と「財政フレーム」を明らかにしている。

■戦略計画 福祉施策に関連するもののみ掲載

施策の柱 子どもたちの笑顔輝くまち

戦略計画 子育てのかたちを選択できる社会の実現

戦略計画 子どもの成長に合わせた切れ目のないサポートの充実

戦略計画 学齢期の子どもや若者の居場所の充実

戦略計画 夢や目標を持ち困難を乗り越える力を備えた子どもたちの育成

施策の柱 高齢者が住みなれた地域で暮らせるまち

戦略計画 高齢者地域包括ケアシステムの深化・推進

戦略計画 元気高齢者の活躍と健康づくり・フレイル予防の推進

施策の柱 安心を支える福祉と医療のまち

戦略計画 障害者が地域で暮らし続けられる基盤の整備

戦略計画 ひとり親家庭や生活困窮世帯等の自立を応援

戦略計画 民間ならではの多様な活動と連携した地域福祉の推進

戦略計画 安心して医療が受けられる体制の整備

施策の柱 安全・快適、みどりあふれるまち

戦略計画 地域の災害リスクに応じた「攻めの防災」
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１ 第 次みどりの風吹くまちビジョン

区は、平成 年 月、新しい区政運営の方向性を明らかにし、将来を見据えた戦略を提示する
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■戦略計画 福祉施策に関連するもののみ掲載

施策の柱 子どもたちの笑顔輝くまち

戦略計画 子育てのかたちを選択できる社会の実現

戦略計画 子どもの成長に合わせた切れ目のないサポートの充実
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戦略計画 夢や目標を持ち困難を乗り越える力を備えた子どもたちの育成

施策の柱 高齢者が住みなれた地域で暮らせるまち

戦略計画 高齢者地域包括ケアシステムの深化・推進

戦略計画 元気高齢者の活躍と健康づくり・フレイル予防の推進

施策の柱 安心を支える福祉と医療のまち

戦略計画 障害者が地域で暮らし続けられる基盤の整備

戦略計画 ひとり親家庭や生活困窮世帯等の自立を応援

戦略計画 民間ならではの多様な活動と連携した地域福祉の推進
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施策の柱 いきいきと心豊かに暮らせるまち

戦略計画 みどりの中で誰もがスポーツを楽しめるまち

２ 練馬区地域福祉計画 みんなでつくる誰もが安心して暮らせるまちプラン

管理課 地域福祉係、ひと・まちづくり推進係

少子高齢化の進行や家族形態、地域社会の変化等により、私たちを取り巻く環境は大きく変わっ

ている。新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、地域のつながりの希薄化に拍車をかけ、社会的

な孤独・孤立の問題が顕在化している。こうした課題に対応する施策等を総合的に進めるため、令

和 年 月に、練馬区地域福祉計画 みんなでつくる誰もが安心して暮らせるまちプラン 令和

年度から令和 年度 を策定した。

この計画は、第 次ビジョンに基づく個別計画であり、社会福祉法に規定する市町村地域福祉計

画・重層的支援体制整備事業実施計画、練馬区福祉のまちづくり推進条例に規定する福祉のまちづ

くりの推進に関する計画、成年後見制度利用促進法に規定する成年後見制度利用促進基本計画、再

犯防止推進法に規定する地方再犯防止推進計画としても位置付けている。

策定に当たっては、区民や地域福祉活動に携わる個人・団体へのアンケート調査を実施するとと

もに、練馬区地域福祉計画推進委員会での意見や区民意見反映制度による区民意見の反映に努めた。

● 基本理念

誰もが安心して心豊かに暮らせるまち

● 基本方針

【共感】

人や暮らしの多様性への「気づき」を広げ、多様な意見を取組に反映させる。

【協働】

区、事業者および区民などが、主体的に取り組み、相互に尊重し、協力して福祉のまちづく

りを推進する。

【安心】

区民一人ひとりが尊厳を持ち、安心して暮らせるよう、必要な支援を行う。

● 計画の体系

「誰もが安心して心豊かに暮らせるまち」の実現を基本理念とし、その実現に向けた施策と事

業 施策 事業 で構成している。

① 区民との協働と地域の支え合いを推進する 事業

② 誰もが安心して生活できる環境を整える 事業

③ 再犯を防止し安全・安心な地域社会を実現する 事業※再掲 事業

④ ハード・ソフト両面からのユニバーサルデザインのまちづくりを進める 事業

⑤ 権利擁護が必要な方への支援を充実する 事業
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３ 練馬区障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画 障害者施策推進課 事業計画係

障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画は、障害者の自立と社会参加を図るため、障害者基

本法、障害者総合支援法および児童福祉法に基づき策定する計画である。

練馬区障害者地域自立支援協議会の意見、障害者基礎調査結果、障害者団体等へのヒアリング結

果および区民意見反映制度等を踏まえ、令和 年 月にビジョンを上位計画とする個別計画である

練馬区障害者計画 一部改定 令和 年度～令和 年度 ・第七期障害福祉計画・第三期障害児福祉

計画 令和 年度～令和 年度 を策定した。練馬区障害者計画・第七期障害福祉計画・第三期障害

児福祉計画では、「障害福祉サービス基盤の整備と住まいの確保」など、つの総合的な施策を定め、

障害者施策の充実を図る。

● 基本理念

障害のある方の一人ひとりの人権を尊重し、どんなに障害が重くとも、地域のなかで自分ら

しい自立した生活ができる共生社会をめざす。

● 計画策定の視点

① あんしん

だれもが安心して暮らすことができるよう、必要な支援や仕組みを整備

② いきがい

いきがいをもって暮らし、その人らしく豊かな生活を送ることを支援

③ つながり

地域や関係機関などのネットワークを強化し、自立生活を支援

● 計画期間に進める施策の展開

① 障害福祉サービス基盤の整備と住まいの確保

② 相談支援体制の強化

③ 就労支援の充実

④ 障害児の健やかな成長を支援

⑤ 安心して暮らせる共生社会の実現と社会参加の促進

⑥ 保健・医療体制の充実

４ 練馬区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 高齢社会対策課 計画係

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画は、老人福祉法第 条の および介護保険法第 条

の規定に基づく法定の計画である。令和 年度に第 期計画 令和 年度から令和 年度 の見直し

を行い、第 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 令和 年度から令和 年度 を策定した。

計画素案の段階で区民意見の募集を行い、計画への区民意見の反映に努めるとともに、区民や学識

経験者等で構成される介護保険運営協議会の答申を踏まえ、計画を策定した。

計画は、ビジョンを上位計画とする高齢者福祉分野の個別計画であり、計画期間は令和 年度か

ら令和 年度までの 年間で、計画の最終年度に当たる令和 年度に見直しを行う。
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３ 練馬区障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画 障害者施策推進課 事業計画係

障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画は、障害者の自立と社会参加を図るため、障害者基

本法、障害者総合支援法および児童福祉法に基づき策定する計画である。

練馬区障害者地域自立支援協議会の意見、障害者基礎調査結果、障害者団体等へのヒアリング結

果および区民意見反映制度等を踏まえ、令和 年 月にビジョンを上位計画とする個別計画である

練馬区障害者計画 一部改定 令和 年度～令和 年度 ・第七期障害福祉計画・第三期障害児福祉

計画 令和 年度～令和 年度 を策定した。練馬区障害者計画・第七期障害福祉計画・第三期障害

児福祉計画では、「障害福祉サービス基盤の整備と住まいの確保」など、つの総合的な施策を定め、

障害者施策の充実を図る。

● 基本理念

障害のある方の一人ひとりの人権を尊重し、どんなに障害が重くとも、地域のなかで自分ら

しい自立した生活ができる共生社会をめざす。

● 計画策定の視点

① あんしん

だれもが安心して暮らすことができるよう、必要な支援や仕組みを整備

② いきがい

いきがいをもって暮らし、その人らしく豊かな生活を送ることを支援

③ つながり

地域や関係機関などのネットワークを強化し、自立生活を支援

● 計画期間に進める施策の展開

① 障害福祉サービス基盤の整備と住まいの確保

② 相談支援体制の強化

③ 就労支援の充実

④ 障害児の健やかな成長を支援

⑤ 安心して暮らせる共生社会の実現と社会参加の促進

⑥ 保健・医療体制の充実

４ 練馬区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 高齢社会対策課 計画係

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画は、老人福祉法第 条の および介護保険法第 条

の規定に基づく法定の計画である。令和 年度に第 期計画 令和 年度から令和 年度 の見直し

を行い、第 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 令和 年度から令和 年度 を策定した。

計画素案の段階で区民意見の募集を行い、計画への区民意見の反映に努めるとともに、区民や学識

経験者等で構成される介護保険運営協議会の答申を踏まえ、計画を策定した。

計画は、ビジョンを上位計画とする高齢者福祉分野の個別計画であり、計画期間は令和 年度か

ら令和 年度までの 年間で、計画の最終年度に当たる令和 年度に見直しを行う。
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● 理念

① 高齢者の尊厳を大切にする

② 高齢者の自立と自己決定を尊重する

③ 高齢者の社会参加と地域の支え合いを促進する

● 目標

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、医療・介護・予防・住

まい・生活支援が一体的・継続的に提供される地域包括ケアシステムを深化・推進する。

● 施策

① 元気高齢者の活躍と健康づくり・フレイル予防の推進

② 高齢者を支える地域との協働の推進

③ 認知症高齢者への支援の充実

④ 在宅生活を支える医療と介護サービス基盤の整備

⑤ 介護保険施設等の整備と住まいの確保

⑥ 介護の現場を支える総合的な人材対策の推進

● 取組

つの施策を柱とする主な取組を明らかにしている。

５ 練馬区子ども・子育て支援事業計画 こども施策企画課 こども施策担当係長

令和７年３月、「子ども・子育て支援法」に基づく法定計画として、令和７年度から令和 年度

までを計画期間とする「第３期練馬区子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

計画は、『ビジョン』を上位計画とする子ども・子育て分野の個別計画に位置付けられており、

安心して子どもを産み育てられ、子どもたちが健やかに成長できる環境を整えることを基本目標に

掲げ、さまざまな子ども・子育て支援施策を推進している。

計画の策定に当たっては、就学前児童の保護者等を対象にニーズ調査を実施したほか、子どもの

保護者や学識経験者等で構成する「練馬区子ども・子育て会議」への意見聴取や、子どもへの意見

募集を行うなど、子どもや子育て当事者等の意見反映に努めた。

● 基本目標
安心して子どもを産み育てられ、子どもたちが健やかに成長できる環境を整える

● 基本方針
① 子どもと子育て家庭の支援の充実

② 子どもの教育・保育の充実

③ 子どもの居場所と成長環境の充実

④ 支援が必要な子どもや家庭への取組の充実
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● 子ども・子育て支援施策の推進

基本方針に基づき、９つの施策を展開し、子ども・子育て支援施策の更なる充実を図る。

① 妊娠期や出産後の子育てを応援

② 切れ目のない相談支援

③ 子育て情報をいつでもどこでも簡単に

④ 教育・保育サービスをより使いやすく

⑤ 家庭で楽しく子育てをするために

⑥ 子どもが安心できる居場所づくり

⑦ 子どもや若者の育成・自立を支援

⑧ 支援が必要な子どもの成長に寄り添う

⑨ 養育環境に課題のある家庭や子どもの幸せのために
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Ⅲ 事業概要

第１章 保健福祉総務

１ 高齢者の生活ガイド 高齢社会対策課 計画係

事業内容

区が実施している高齢者向けの保健・福祉サービスの概要をまとめたもので、区立施設等において

無償配布している。

発行冊数 単位：冊

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

発行冊数

※ 令和 年度より 年に 回発行

２ 障害者福祉のしおり 障害者施策推進課 管理係

事業内容

障害者に関するさまざまな福祉施策・サービスを中心に概要をまとめたもので、区立施設等におい

て無償配布している。

発行冊数 隔年発行 単位：冊

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

墨字版 ― ―

点字版 ― ―

デイジー版 ― ―

３ 生活困窮者自立支援事業 生活福祉課 自立促進支援係、保護調整係

生活困窮者自立支援法に基づく以下の事業を実施する。

自立相談支援事業

ア 事業内容

生活困窮者からの相談に応じ、相談者が必要とする情報の提供や関係機関の紹介、支援プランの

作成等により、相談者が抱える課題の解決に向けた支援を、相談窓口である「生活サポートセンター

練馬区社会福祉協議会に委託 」で実施している。また、石神井庁舎および石神井障害者地域生活

支援センターにおいて月 回ずつ生活相談を実施している。令和 年 月からオンライン相談を開

始した。

令和 年 月からは、生活保護に至る前の支援を強化するため、求人開拓、マッチング、職場定

着を行う就労サポーターを配置している。また、令和 年 月から、不動産への同行や入居後の見

守り支援などを行う住まいサポーターを配置している。
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イ 事業実績

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

新規相談者数 人

過年度継続

相談者数 人

延べ相談件数 件

住居確保給付金の支給

ア 事業内容

離職等により経済的に困窮し、住居を失ったまたはそのおそれがあり、かつ収入・資産が一

定基準以下等の方に対し、原則 か月間 最長 か月間 家賃相当額を支給するとともに就労支

援を行う。

ｱ 支給額

毎月の賃貸住宅の賃料相当分 共益費・管理費・駐車場代等は除く

▽上限額 月額

①単身世帯 円

② 人の世帯 円

③ 人～ 人の世帯 円

④ 人の世帯 円

⑤ 人以上の世帯 円

ｲ 支給期間

原則として か月間。引き続き住居確保給付金の支給が就職の促進に必要であると認めら

れる場合や収入の増加がみられない場合は、 か月間を限度に支給期間を 回まで延長およ

び再延長することができる。

ｳ 相談支援体制

生活困窮者自立支援法の自立相談支援機関である生活サポートセンターに相談員を配置

し、住居確保給付金の支給に関する相談、申請書の受付、受給期間中の就労支援を行う。

イ 事業実績 単位：人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

受給者数

※令和 年 月から、生活保護基準相当の収入・資産状況にあり、低廉な家賃の住宅等へ

転居する世帯に対し、転居費用に充てられるよう、制度を拡充。

就労準備支援事業

ア 事業内容

ハローワークの雇用支援施策だけでは直ちに就職が困難な方に対し、一般就労に向けた生活

習慣の形成やビジネスマナーの習得等の社会訓練からの準備支援を、生活保護受給者および生

活困窮者を対象に実施する就労サポート事業と一体的に業務委託により実施している。

就労サポート拠点「あすはステーション」に就労サポーターを配置し、上記の支援を行って

いる。

また、令和 年 月 日より、長期間ひきこもり状態にある方等の社会参加のきっかけづく
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イ 事業実績

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

新規相談者数 人

過年度継続

相談者数 人

延べ相談件数 件

住居確保給付金の支給

ア 事業内容

離職等により経済的に困窮し、住居を失ったまたはそのおそれがあり、かつ収入・資産が一

定基準以下等の方に対し、原則 か月間 最長 か月間 家賃相当額を支給するとともに就労支

援を行う。

ｱ 支給額

毎月の賃貸住宅の賃料相当分 共益費・管理費・駐車場代等は除く

▽上限額 月額

①単身世帯 円

② 人の世帯 円

③ 人～ 人の世帯 円

④ 人の世帯 円

⑤ 人以上の世帯 円

ｲ 支給期間

原則として か月間。引き続き住居確保給付金の支給が就職の促進に必要であると認めら

れる場合や収入の増加がみられない場合は、 か月間を限度に支給期間を 回まで延長およ

び再延長することができる。

ｳ 相談支援体制

生活困窮者自立支援法の自立相談支援機関である生活サポートセンターに相談員を配置

し、住居確保給付金の支給に関する相談、申請書の受付、受給期間中の就労支援を行う。

イ 事業実績 単位：人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

受給者数

※令和 年 月から、生活保護基準相当の収入・資産状況にあり、低廉な家賃の住宅等へ

転居する世帯に対し、転居費用に充てられるよう、制度を拡充。

就労準備支援事業

ア 事業内容

ハローワークの雇用支援施策だけでは直ちに就職が困難な方に対し、一般就労に向けた生活

習慣の形成やビジネスマナーの習得等の社会訓練からの準備支援を、生活保護受給者および生

活困窮者を対象に実施する就労サポート事業と一体的に業務委託により実施している。

就労サポート拠点「あすはステーション」に就労サポーターを配置し、上記の支援を行って

いる。

また、令和 年 月 日より、長期間ひきこもり状態にある方等の社会参加のきっかけづく
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りとなるよう、居場所支援を実施している。

イ 事業実績 単位：人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

就労準備支援事業 階

利用者数

居場所 階 利用者数 ― ― ―

一時生活支援事業

ア 事業内容

一定の住居を持たない収入・資産が一定基準以下等の方に対し、最長 か月間、自立支援セ

ンターにおいて衣食住の提供と就労支援を行う。

この事業は、平成 年度までは、都区共同で路上生活者対策事業として実施してきたが、平

成 年度以降は、生活困窮者自立支援法の事業として、引き続き都区共同事業として実施して

いる。さらに、令和元年度からは、路上生活が長期化・高齢化した者に対し、支援付住宅への

入居・生活指導・生活相談および専門相談等による地域生活移行支援を行う、支援付地域生活

移行事業を追加で実施している。

また、東京都が実施する住居喪失不安定就労者・離職者等サポート事業 チャレンジ

ネット において提供される一時的な住まい 借上型住宅 を利用した一時生活支援も実施する。

なお、利用の受付等は各総合福祉事務所の相談係で行っている。

イ 事業実績 自立支援センターおよび支援付住宅の利用者数 単位：人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

利用者数

家計改善支援事業

ア 事業内容

家計のやりくりに課題を抱える生活に困窮している方からの相談に応じ、『家計表』を活用して

家計状況を「見える化」し、家計再生に向けた計画を立てること等により、相談者自らが家計管理

できるよう、家計再建に向けた支援を自立相談支援事業の窓口である「生活サポートセンター」で

実施している。

イ 事業実績 単位：人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

利用者数

子どもの学習・生活支援事業

ア 事業内容

福祉部では、生活保護世帯等で、家庭環境や学習面等での課題がある小・中・高校生、高校年代

の子どもを対象に個別訪問等支援、居場所支援、学習支援を実施している。居場所支援、学習支援

の実施場所として、平成 年度に大泉地域に支援拠点「アンサンブル」を設置した。これに加えて、

令和 年度からは新たに光が丘地域に支援拠点 か所を開設した。

また、令和 年度、アンサンブル大泉を石神井台 丁目の小規模多機能型居宅介護施設撤退後の

跡地に移転し、調理や利用者の自主活動など支援内容を充実した。



28
28 

 

イ 事業実績［福祉部事業分］ ※重複利用あり 単位：人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

利用者数

うち支援拠点実施事業

・居場所支援 義務教育年代

・居場所支援 高校年代

・学習支援 中学生

・学習支援 高校年代

４ 重層的支援体制整備事業 生活福祉課 連携推進担当係長

多機関協働事業

ア 事業内容

子ども・子育て、高齢者介護、生活困窮、障害等の複合的な課題を抱える世帯に対しては、関係

部署、関係機関が連携し、本人・家族に寄り添いながら、継続的に支援を行っている。

支援関係部署・機関同士の連携が困難なケースに対しては、連携推進コーディネーターが調整困

難ケース検討会議の開催などにより、連携に向けた調整を行っている。

イ 事業実績

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

総相談件数 件

相談実件数

要支援世帯数 件

調整困難ケース検討会議

開催数 回

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業・参加支援事業

ア 事業内容

複合的な課題を抱えながらも、支援につながらない世帯に対するアウトリーチ型の支援を行う。

練馬区社会福祉協議会の地域福祉コーディネーターが、区民や地域団体から地域で気になる方など

の情報を収集し、個別訪問等を行い、個々のニーズに応じて、他の支援関係機関等へつなぐ。

ひきこもり状態にある方など、社会との関わりが希薄な方に対しては、本人のニーズや状態に

あった社会資源とのマッチングなど、社会参加に向けた支援を行う。

イ 事業実績 単位：件

令和 年度 令和 年度

支援関係機関等へつないだ件数

社会資源にマッチングした件数

※ 令和 年度新規事業

５ 受験生チャレンジ支援貸付事業 生活福祉課 管理係

事業内容

一定の所得以下の世帯を対象に、学習塾等の費用や高校・大学等の受験費用を無利子で貸し付ける
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イ 事業実績［福祉部事業分］ ※重複利用あり 単位：人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

利用者数
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多機関協働事業

ア 事業内容

子ども・子育て、高齢者介護、生活困窮、障害等の複合的な課題を抱える世帯に対しては、関係

部署、関係機関が連携し、本人・家族に寄り添いながら、継続的に支援を行っている。

支援関係部署・機関同士の連携が困難なケースに対しては、連携推進コーディネーターが調整困

難ケース検討会議の開催などにより、連携に向けた調整を行っている。

イ 事業実績

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

総相談件数 件

相談実件数

要支援世帯数 件

調整困難ケース検討会議

開催数 回

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業・参加支援事業

ア 事業内容

複合的な課題を抱えながらも、支援につながらない世帯に対するアウトリーチ型の支援を行う。

練馬区社会福祉協議会の地域福祉コーディネーターが、区民や地域団体から地域で気になる方など

の情報を収集し、個別訪問等を行い、個々のニーズに応じて、他の支援関係機関等へつなぐ。

ひきこもり状態にある方など、社会との関わりが希薄な方に対しては、本人のニーズや状態に

あった社会資源とのマッチングなど、社会参加に向けた支援を行う。

イ 事業実績 単位：件

令和 年度 令和 年度

支援関係機関等へつないだ件数

社会資源にマッチングした件数

※ 令和 年度新規事業

５ 受験生チャレンジ支援貸付事業 生活福祉課 管理係

事業内容

一定の所得以下の世帯を対象に、学習塾等の費用や高校・大学等の受験費用を無利子で貸し付ける
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制度である。貸付対象となる学校への入学など所定の要件が満たされ、免除申請の手続きを行うこと

により、償還が免除される。

区では、総合福祉事務所 相談係 で相談を受け付け、その後の貸付手続きについては練馬区社会福

祉協議会を通じて、資金の融資元である東京都社会福祉協議会への取次ぎを行っている。

なお、この制度は、東京都が平成 年度から 年度までの時限措置で実施していた、「生活安定化

総合対策事業」の一部を継続して実施しているものである。

※ 令和 年度から貸付対象となる世帯の収入基準額が緩和され、対象者が拡大された。

【貸付資金の内容】

区 分 対 象 貸付限度額

学習塾等受講料貸付金 中学 年生・高校 年生 円

受験料貸付金 高校受験料 中学 年生 円

受験料貸付金 大学受験料 高校 年生 円

事業実績 単位：件

相談件数

受験生チャレンジ支援貸付事業

学習塾等

受講料貸付
受験料貸付 合計

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

６ 社会福祉法人の認可および社会福祉連携推進法人の認定・福祉サービス指導検査

社会福祉法人の認可および社会福祉連携推進法人の認定・指導監査

指導検査担当課 社会福祉法人係

ア 事業内容

社会福祉法等に基づき、練馬区長が所轄庁となる社会福祉法人の設立認可や設立後に必要となる

定款変更等の認可、届出受理、証明発行等の事務を行う。また、練馬区長が認定所轄庁となる社会

福祉連携推進法人の認定や認定後に必要となる定款変更等の認可、社会福祉連携推進方針の変更認

定等の事務を行う。

適正な法人運営と社会福祉事業の健全な経営の確保を図るため、指導監査を行う。なお、指導監

査には、原則 年に 回行う一般監査と法人運営等に重大な問題等があった場合に行う特別監査が

ある。また、所轄法人を対象に、法人経営の留意事項や関係法令の改正内容等について説明会を開

催している。

イ 所轄法人数

法人 令和 年 月 日現在
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ウ 事業実績

ｱ 認可等の件数 単位：件

法
人
設
立
認
可

寄
附
財
産
移
転

完
了
報
告

定
款
変
更
認
可

定
款
変
更
届

基
本
財
産

処
分
承
認

基
本
財
産
担
保

提
供
承
認

法
人
合
併
認
可

法
人
解
散
認
可

税
額
控
除
証
明

社
会
福
祉
充
実

計
画
承
認

社
会
福
祉
充
実

計
画
変
更
届

令和 年度 ― ― ― ― ― ― ― ―

令和 年度 ― ― ― ― ― ―

令和 年度 ― ― ― ― ― ―

令和 年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

令和 年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ｲ 指導監査等の件数

※ 令和 年度の説明会は、新型コロナウイルス感染症の影響により、 動画を作成、配付。

※ 令和 年度以降の説明会は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、 で動画配信。

件数は、視聴後にアンケートを提出した法人数。

障害福祉サービス事業者指導検査 指導検査担当課 障害福祉サービス検査係

ア 事業内容

障害福祉サービス事業者等のサービス内容の質の確保および自立支援給付に係る費用等の支給

の適正化を図るため、指導検査を行う。なお、指導検査には、指導の対象となる障害福祉サービス

事業者等に対し、動画配信等の方式により行う集団指導、事業所または施設において行う運営指導

※および著しい不当を疑うに足りる理由がある場合等に行う監査がある。※令和 年 月 日から

実地指導は運営指導に名称変更

イ 検査対象事業所数

事業所 令和 年 月 日現在

ウ 事業実績

集団指導 実地指導 監査

令和 年度 回 ※ 事業所 ※ ―

令和 年度 事業所 ※ 事業所 ※ ―

令和 年度 事業所 ※ 事業所 ―

令和 年度 事業所 事業所 ―

令和 年度 事業所 事業所 －

※ 令和 年度の集団指導は、新型コロナウイルス感染症の影響により、 動画を作成、配付。

一般監査 特別監査 説明会

令和 年度 件 ― 回※

令和 年度 件 件 法人※

令和 年度 件 ― 法人※

令和 年度 件 ― 法人※

令和 年度 件 ― 法人※
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ウ 事業実績

ｱ 認可等の件数 単位：件

法
人
設
立
認
可

寄
附
財
産
移
転

完
了
報
告

定
款
変
更
認
可

定
款
変
更
届

基
本
財
産

処
分
承
認

基
本
財
産
担
保

提
供
承
認

法
人
合
併
認
可

法
人
解
散
認
可

税
額
控
除
証
明

社
会
福
祉
充
実

計
画
承
認

社
会
福
祉
充
実

計
画
変
更
届

令和 年度 ― ― ― ― ― ― ― ―

令和 年度 ― ― ― ― ― ―

令和 年度 ― ― ― ― ― ―

令和 年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

令和 年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ｲ 指導監査等の件数

※ 令和 年度の説明会は、新型コロナウイルス感染症の影響により、 動画を作成、配付。

※ 令和 年度以降の説明会は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、 で動画配信。

件数は、視聴後にアンケートを提出した法人数。

障害福祉サービス事業者指導検査 指導検査担当課 障害福祉サービス検査係

ア 事業内容

障害福祉サービス事業者等のサービス内容の質の確保および自立支援給付に係る費用等の支給

の適正化を図るため、指導検査を行う。なお、指導検査には、指導の対象となる障害福祉サービス

事業者等に対し、動画配信等の方式により行う集団指導、事業所または施設において行う運営指導

※および著しい不当を疑うに足りる理由がある場合等に行う監査がある。※令和 年 月 日から

実地指導は運営指導に名称変更

イ 検査対象事業所数

事業所 令和 年 月 日現在

ウ 事業実績

集団指導 実地指導 監査

令和 年度 回 ※ 事業所 ※ ―

令和 年度 事業所 ※ 事業所 ※ ―

令和 年度 事業所 ※ 事業所 ―

令和 年度 事業所 事業所 ―

令和 年度 事業所 事業所 －

※ 令和 年度の集団指導は、新型コロナウイルス感染症の影響により、 動画を作成、配付。

一般監査 特別監査 説明会

令和 年度 件 ― 回※

令和 年度 件 件 法人※

令和 年度 件 ― 法人※

令和 年度 件 ― 法人※

令和 年度 件 ― 法人※
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※ 令和 年度以降の集団指導は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、 で動画配

信。件数は、視聴後に受講確認書を提出した事業所数。

※ 令和 年度および令和 年度の実地指導は、新型コロナウイルス感染症の影響により、次年

度に一部延期。

保育サービス事業者指導検査 指導検査担当課 保育サービス検査係

ア 事業内容

保育サービス事業者の適正かつ円滑な運営および保育サービスの質の確保ならびに施設型給付

費 委託費 、地域型保育給付費等の適正化を図るため、指導検査を行う。なお、指導検査には、指

導の対象となる保育サービス事業者に対して、講習、動画配信等の方式により行う集団指導、施設

において実地指導を行う一般指導検査および著しく適正を欠く運営が疑われる場合等に行う特別指

導検査がある。

イ 検査対象施設数

施設 令和 年 月 日現在

ウ 事業実績

集団指導 一般指導検査 特別指導検査

令和 年度 回※ 施設 ※ 施設

令和 年度 施設 ※ 施設 ※ ―

令和 年度 施設 ※ 施設 ―

令和 年度 施設 施設 ―

令和 年度 施設 施設 ―

※ 令和 年度の集団指導は、新型コロナウイルス感染症の影響により、 回中止。実施回は、

会議システムを併用。

※ 令和 年度以降の集団指導は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、 で動画配

信。件数は、視聴後に受講確認書を提出した施設数。

※ 令和 年度の一般指導検査は、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部中止。

※ 令和 年度の一般指導検査は、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和 年度に一部延

期。

介護サービス事業者指導検査

指導検査担当課 介護サービス検査第一係、介護サービス検査第二係

ア 事業内容

介護給付費等対象サービスの質の確保と利用者保護、介護給付費等の適正化を図るため、介護

サービス事業者等に対して指導検査を行う。なお、指導には、指導の対象となる介護サービス事業

者等に対し、動画配信等の方式により行う集団指導、事業所等において行う運営指導※および著し

い運営基準違反が確認された場合等に行う監査がある。※令和 年 月 日から実地指導は運営指

導に名称変更

イ 検査対象事業所数

事業所 令和 年 月 日現在
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ウ 事業実績 単位：事業所

集団指導 実地 運営 指導 監査

令和 年度 ― ※ ※ ―

令和 年度 ※ ※ ―

令和 年度 ※ ※ ―

令和 年度 ―

令和 年度

※ 令和 年度の集団指導は、新型コロナウイルス感染症の影響により、中止。代替として、「練

馬区ケア倶楽部」に資料を掲載。

※ 令和 年度以降の集団指導は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、 で動画配

信。件数は、視聴後に受講確認書を提出した事業所数。

※ 令和 年度から令和 年度の実地 運営 指導は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

次年度に一部延期。

７ 民生委員・児童委員 管理課 地域福祉係／総合福祉事務所 管理係

民生委員・児童委員

民生委員は、民生委員法に基づいて、厚生労働大臣が委嘱している。生活に困っている方や高齢の

方などの相談に応じている。任期は 年で児童委員を兼ね、児童福祉の向上にも努めている。

児童委員は、地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように、子どもたちを見守り、子育ての

不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行う。また、一部の児童委員は児童に関することを専

門的に担当する「主任児童委員」の指名を受けている。

練馬区の民生・児童委員の身分は、東京都の特別職の地方公務員 非常勤 である。

民生・児童委員は区内 地区の民生児童委員協議会に分かれ、毎月 月および 月を除く。 会合

を開いて職務に関する連絡や各民生・児童委員に共通する問題に関して研究・討議を行っているほか、

各種会合・研修を行っている。

民生・児童委員の主な職務は、担当区域内において、①生活保護②児童福祉③高齢者福祉④障害者

福祉⑤ひとり親家庭の福祉等に関する調査、相談、支援を行うことである。

定数および委嘱の仕組み

ア 定数 民生委員法第 条

定数は、厚生労働大臣の定める基準に従って、都道府県知事が区市町村長の意見を聴いて、都道

府県の条例で定める。 東京都民生委員定数条例

練馬区の民生・児童委員の定数 令和 年 月 日現在 は 名であり、そのうち 名は児童に

関することを専門的に担当する「主任児童委員」である。

イ 委嘱の仕組み 民生委員法第 条

都道府県知事は、区市町村の民生委員推薦会から、社会福祉に対する理解と熱意があり、地域の

実情に精通した者として推薦された者について、地方社会福祉審議会の意見を聴いて厚生労働大臣

に推薦し、厚生労働大臣が委嘱する。

ウ 練馬区での推薦・委嘱手続きの流れ

推薦準備会・推薦会での推薦手続きを経て練馬区長が東京都知事に候補者の推薦を行い、更に東
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ウ 事業実績 単位：事業所

集団指導 実地 運営 指導 監査

令和 年度 ― ※ ※ ―

令和 年度 ※ ※ ―

令和 年度 ※ ※ ―

令和 年度 ―

令和 年度

※ 令和 年度の集団指導は、新型コロナウイルス感染症の影響により、中止。代替として、「練

馬区ケア倶楽部」に資料を掲載。

※ 令和 年度以降の集団指導は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、 で動画配

信。件数は、視聴後に受講確認書を提出した事業所数。

※ 令和 年度から令和 年度の実地 運営 指導は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

次年度に一部延期。

７ 民生委員・児童委員 管理課 地域福祉係／総合福祉事務所 管理係

民生委員・児童委員

民生委員は、民生委員法に基づいて、厚生労働大臣が委嘱している。生活に困っている方や高齢の

方などの相談に応じている。任期は 年で児童委員を兼ね、児童福祉の向上にも努めている。

児童委員は、地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように、子どもたちを見守り、子育ての

不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行う。また、一部の児童委員は児童に関することを専

門的に担当する「主任児童委員」の指名を受けている。

練馬区の民生・児童委員の身分は、東京都の特別職の地方公務員 非常勤 である。

民生・児童委員は区内 地区の民生児童委員協議会に分かれ、毎月 月および 月を除く。 会合

を開いて職務に関する連絡や各民生・児童委員に共通する問題に関して研究・討議を行っているほか、

各種会合・研修を行っている。

民生・児童委員の主な職務は、担当区域内において、①生活保護②児童福祉③高齢者福祉④障害者

福祉⑤ひとり親家庭の福祉等に関する調査、相談、支援を行うことである。

定数および委嘱の仕組み

ア 定数 民生委員法第 条

定数は、厚生労働大臣の定める基準に従って、都道府県知事が区市町村長の意見を聴いて、都道

府県の条例で定める。 東京都民生委員定数条例

練馬区の民生・児童委員の定数 令和 年 月 日現在 は 名であり、そのうち 名は児童に

関することを専門的に担当する「主任児童委員」である。

イ 委嘱の仕組み 民生委員法第 条

都道府県知事は、区市町村の民生委員推薦会から、社会福祉に対する理解と熱意があり、地域の

実情に精通した者として推薦された者について、地方社会福祉審議会の意見を聴いて厚生労働大臣

に推薦し、厚生労働大臣が委嘱する。

ウ 練馬区での推薦・委嘱手続きの流れ

推薦準備会・推薦会での推薦手続きを経て練馬区長が東京都知事に候補者の推薦を行い、更に東
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京都での手続きを経て厚生労働大臣から委嘱されることとなる。

練馬区

推薦準備会

←①依頼

②推薦 →

練馬区

推薦会

③推薦→
都知事

⑥推薦→
厚生労働大臣

④諮問↓ ↑⑤答申 ↓⑦委嘱

民生委員審査分科会

要説明者のみ
民生委員

練馬区民生児童委員協議会の地区および定数

地区名 定数 名 区 域

豊玉 豊玉上・豊玉中・豊玉北・豊玉南

練馬・中村 練馬・中村・中村北・中村南

栄町・桜台 栄町・桜台

旭丘・小竹・羽沢 旭丘・小竹町・羽沢

向山・貫井 向山・貫井

錦・北町 錦・北町

氷川台・平和台・早宮 氷川台・平和台・早宮

春日町・田柄 春日町・田柄

光が丘 光が丘

高松・旭町・土支田 高松・旭町・土支田

富士見台・南田中 富士見台・南田中

高野台・谷原・三原台 高野台・谷原・三原台

石神井台 石神井台

石神井町・下石神井 石神井町・下石神井

上石神井 上石神井・上石神井南町

関・立野 関町北・関町南・関町東・立野町

東大泉 東大泉

大泉町 大泉町

西大泉・南大泉 西大泉町・西大泉・南大泉

大泉学園 大泉学園町

合 計

※ 定数には の主任児童委員を含む。

民生・児童委員の会合・研修

会合・研修名 内 容

正副会長協議会

各地区から選出されている正副会長 名 が各地区協議会に先立ち共

通の重要課題についての討議を行うとともに、各地区の連絡調整および

資料・情報の収集を行う。

地区協議会
活動上必要な連絡調整・協議を行うために開催する。区からの連絡事項

も併せて周知する。
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会合・研修名 内 容

部会別自主研修会

子育て支援・児童福祉・障がい福祉・生活福祉・高齢福祉の 部会に分

かれ、それぞれテーマを定めて討議・見学等の研修を 年間にわたって

行い、その成果を発表する。

職務研修会 活動に必要な理論・技術習得のため、都等の外部研修に参加する。

民生・児童委員協力員

民生・児童委員業務の増加・複雑化している現状にかんがみ、民生･児童委員の地域における活動に

協力する人材を確保し、その活動を支援することにより、地域福祉の向上を図ることを目的とし、東

京都が実施する。任期は 年。 事業開始は、平成 年度

協力員は東京都民生・児童委員協力員事業実施要綱に基づき各協議会の推薦を受け区市町村長が東

京都へ推薦し都知事が委嘱をする。練馬区民生・児童委員協力員の定数は 名。

８ 社会福祉団体等の援護

練馬区社会福祉協議会 管理課 地域福祉係

ア 内容

社会福祉協議会は、地域の社会福祉活動を推進することを目的とした営利を目的としない民間組

織である。全国の自治体に設置されており、社会福祉法において、「地域福祉の推進を図ることを目

的とする団体」と定められている。

公共性の高い組織として、ボランティア活動の推進や権利擁護センターの運営、共同募金への協

力、区の福祉事業の受託等の活動をしている。

理念は、「ひとりの不幸も見逃さない～つながりのある地域をつくる～」を掲げている。

令和 年度に策定した「第 次地域福祉活動計画」は、「練馬区地域福祉計画」と両輪をなす計

画であり、区と社会福祉協議会は協働して地域福祉の向上に取り組んでいる。

イ 組織

ｱ 会員 各年度末現在

ｲ 役員等

区分 人数 人 備 考

理事 執行機関 会長 人、副会長 人、常務理事 人

監事 監査機関

評議員 議決機関

区 分 対 象
令和

年度

令和

年度

令和

年度

令和

年度

令和

年度

正会員 人 個人：年会費 円以上

特別会員 人 個人：年会費 円以上

団体会員 団体
町会自治会、施設団体等

年会費 円以上

計
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会合・研修名 内 容

部会別自主研修会

子育て支援・児童福祉・障がい福祉・生活福祉・高齢福祉の 部会に分

かれ、それぞれテーマを定めて討議・見学等の研修を 年間にわたって

行い、その成果を発表する。

職務研修会 活動に必要な理論・技術習得のため、都等の外部研修に参加する。
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協力員は東京都民生・児童委員協力員事業実施要綱に基づき各協議会の推薦を受け区市町村長が東

京都へ推薦し都知事が委嘱をする。練馬区民生・児童委員協力員の定数は 名。

８ 社会福祉団体等の援護

練馬区社会福祉協議会 管理課 地域福祉係

ア 内容

社会福祉協議会は、地域の社会福祉活動を推進することを目的とした営利を目的としない民間組

織である。全国の自治体に設置されており、社会福祉法において、「地域福祉の推進を図ることを目

的とする団体」と定められている。

公共性の高い組織として、ボランティア活動の推進や権利擁護センターの運営、共同募金への協

力、区の福祉事業の受託等の活動をしている。

理念は、「ひとりの不幸も見逃さない～つながりのある地域をつくる～」を掲げている。

令和 年度に策定した「第 次地域福祉活動計画」は、「練馬区地域福祉計画」と両輪をなす計

画であり、区と社会福祉協議会は協働して地域福祉の向上に取り組んでいる。

イ 組織

ｱ 会員 各年度末現在

ｲ 役員等

区分 人数 人 備 考

理事 執行機関 会長 人、副会長 人、常務理事 人

監事 監査機関

評議員 議決機関

区 分 対 象
令和

年度

令和

年度

令和

年度

令和

年度

令和

年度

正会員 人 個人：年会費 円以上

特別会員 人 個人：年会費 円以上

団体会員 団体
町会自治会、施設団体等

年会費 円以上

計
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ｳ 職員 単位：人

常勤職員 非常勤職員 臨時職員 計

事務局長

経営管理課 課長

総務係
係長 再雇用

事務
事務 事務

調整担当係

係長

経営管理課長

兼務

生活福祉係
係長

事務
事務

白百合福祉作業所

所長

事務

支援員

看護師

（契約職員）

支援員

嘱託医
作業員

かたくり福祉作業所

所長

サービス管理

責任者

事務

支援員

支援員

支援員 再雇用

看護師

栄養士

嘱託医

作業員

地域福祉課 課長

練馬ボランティア・

地域福祉推進センター

所長

事務
事務 事務

権利擁護センター

ほっとサポートねりま

所長 再雇用

事務
事務

事務

生活支援員

生活サポートセンター
所長

事務
事務 事務

障害者生活就労支援課 課長

豊玉障害者地域生活

支援センターきらら

所長

支援員
支援員 相談員

石神井障害者地域生活支

援センターういんぐ

所長

支援員
支援員 相談員

障害者就労支援センター

レインボーワーク

所長

支援員
支援員 事務

合計

(サービス管理 
責任者兼務) 

(サービス管理 
責任者兼務) 
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ウ 事業の内容

ｱ 広報啓発事業

広報紙、ホームページ、 等を利用して社会福祉協議会の紹介、実施事業等の情報を広く住

民に提供するとともに、地域福祉活動に対する理解と参加を得られるよう情報提供を行う。

ｲ 各種資金の貸付

・生活福祉資金、総合支援資金、臨時特例つなぎ資金、不動産担保型生活支援資金、ひとり親家庭

高等職業訓練促進資金等の貸付事業を行っている。 東京都社会福祉協議会の委託事業

・受験生チャレンジ支援貸付事業 区委託事業 を行っている。

・私立高等学校等入学資金貸付事業の償還事務を行っている。 区補助事業

・法外援護緊急たすけあい事業、社会復帰支援資金の貸付事業を行っている。

ｳ 助成事業

地域の民間福祉施設・団体が行う様々な活動を積極的に支援するため、助成や他団体助成の推

薦などを行っている。

ｴ 赤い羽根共同募金

東京都共同募金会の協力組織として民生児童委員協議会、町会連合会、社会福祉協議会の 者

が練馬地区協力会を構成し赤い羽根共同募金運動への協力を行っている。

ｵ 歳末たすけあい運動募金

民生児童委員協議会、町会連合会、社会福祉協議会の 者が共催し、区内各種団体及び住民の

協力と理解のもと共同募金の一環として実施している。福祉ニーズを持つ世帯の小学校入学児童

へランドセル配付、区内施設団体等に地域福祉を展開するための活動費や、地域福祉推進事業費

として配分する。

ｶ 練馬ボランティア・地域福祉推進センター

練馬ボランティア・地域福祉推進センター及び各コーナー 光が丘・大泉・関町 を設置し、ボ

ランティアや地域福祉活動の推進を行っている。

地域福祉コーディネーターとして地域に出向き、住民や団体と顔の見える関係を築きながら住

民が主体的に地域課題を発見・共有・解決できるよう支援するとともに、複合的な地域生活課題

への対応の強化を図る 区補助事業・区委託事業 。

ｷ 白百合福祉作業所 就労継続支援 型事業・生活介護事業

就労継続支援 型事業は、主に知的障害があるため一般の職場に就職が困難な方々に、作業設

備と仕事を提供し、作業支援と生活支援を通して自立支援を行っている。

生活介護事業は高齢化や重度化に伴い緩やかな作業所生活を希望する方々に、その人らしい地

域生活が送れることを目的として、個々の状況に合わせた作業やプログラム、介護や送迎の提供

などの支援を行っている。（区補助事業）

ｸ かたくり福祉作業所 就労継続支援 型事業・就労移行支援事業・就労定着支援事業

就労継続支援 型事業は、主に知的障害がある人を対象に、働く場を提供するとともに活動の

機会の提供や生活及び作業支援を行い、自立を図るための支援を行っている。就労移行支援事業

は、企業で働くことを希望する障害者に対し、活動の機会や作業の提供等、就労に必要な知識お

よび能力の向上のために必要な支援を行っている。就労定着支援事業は雇用された企業などで就

労の継続を図るため、日常生活または社会生活上の相談に応じ、企業・事業所や関係機関との連
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ウ 事業の内容
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高等職業訓練促進資金等の貸付事業を行っている。 東京都社会福祉協議会の委託事業
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・私立高等学校等入学資金貸付事業の償還事務を行っている。 区補助事業

・法外援護緊急たすけあい事業、社会復帰支援資金の貸付事業を行っている。

ｳ 助成事業

地域の民間福祉施設・団体が行う様々な活動を積極的に支援するため、助成や他団体助成の推

薦などを行っている。

ｴ 赤い羽根共同募金

東京都共同募金会の協力組織として民生児童委員協議会、町会連合会、社会福祉協議会の 者
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へランドセル配付、区内施設団体等に地域福祉を展開するための活動費や、地域福祉推進事業費
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民が主体的に地域課題を発見・共有・解決できるよう支援するとともに、複合的な地域生活課題

への対応の強化を図る 区補助事業・区委託事業 。

ｷ 白百合福祉作業所 就労継続支援 型事業・生活介護事業

就労継続支援 型事業は、主に知的障害があるため一般の職場に就職が困難な方々に、作業設

備と仕事を提供し、作業支援と生活支援を通して自立支援を行っている。

生活介護事業は高齢化や重度化に伴い緩やかな作業所生活を希望する方々に、その人らしい地

域生活が送れることを目的として、個々の状況に合わせた作業やプログラム、介護や送迎の提供

などの支援を行っている。（区補助事業）

ｸ かたくり福祉作業所 就労継続支援 型事業・就労移行支援事業・就労定着支援事業

就労継続支援 型事業は、主に知的障害がある人を対象に、働く場を提供するとともに活動の

機会の提供や生活及び作業支援を行い、自立を図るための支援を行っている。就労移行支援事業

は、企業で働くことを希望する障害者に対し、活動の機会や作業の提供等、就労に必要な知識お

よび能力の向上のために必要な支援を行っている。就労定着支援事業は雇用された企業などで就

労の継続を図るため、日常生活または社会生活上の相談に応じ、企業・事業所や関係機関との連
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絡調整を行うなど一定期間支援を行っている。 指定管理者

ｹ 豊玉障害者地域生活支援センターきらら

障害のある人たちが地域で孤立せず、安心して自分らしく生き生きとした生活を送れるように

一緒に考え支援するために、相談支援事業、地域活動支援センター事業、計画相談支援事業 指

定特定、指定一般 、基幹相談支援センター事業を行っている。 指定管理者

ｺ 石神井障害者地域生活支援センターういんぐ

障害のある人たちが地域で孤立せず、安心して自分らしく生き生きとした生活を送れるように

一緒に考え支援するために、相談支援事業、地域活動支援センター事業、計画相談支援事業 指

定特定、指定一般 、基幹相談支援センター事業を行っている。 指定管理者

ｻ 権利擁護センター「ほっとサポートねりま」

高齢や障害等のために支援を必要とする人が、適切な福祉サービスを選択し、自分の意思や希

望を叶えながら、地域で安心して生活を送ることを目的に、福祉サービスや制度の情報提供を行

い、福祉サービスの利用援助、成年後見制度の利用相談や支援事業を行っている。

令和 年 月から成年後見制度利用促進に係る中核機関として、成年後見制度の周知・啓発、

地域連携ネットワークの構築なども行っている。 区委託事業

適切な福祉サービスを選択し利用するための手続きや支払い、日常の金銭管理などをサポート

する「地域福祉権利擁護事業」や「財産保全・手続き代行サービス」を実施している。令和 年

月から練馬区社会福祉協議会による法人後見事業を開始した。 区補助事業

また、令和 年 月より終活相談窓口を開設した。（区補助事業）

ｼ 生活サポートセンター

経済的な困りごとや社会的孤立など、生活をしていく上での様々な課題を相談者と一緒に整理

し解決するための相談支援を行っている。 「生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業

および家計改善支援事業」区委託事業

ｽ 障害者就労支援センター「レインボーワーク」

練馬区在住の障害のある人を対象に、就労や生活に関する相談、助言、情報提供等を行い、安

心して働き続けられるよう支援するとともに、障害のある人の雇用を検討している企業などに対

し、相談や情報提供等を通して障害者雇用の普及啓発を図る。また、区内の障害者就労支援事業

所とのさらなる連携により、障害者就労支援の充実と障害のある人の就労を通じた地域の活性化

を図る。 区補助事業

社会福祉団体

管理課 地域福祉係／障害者施策推進課 管理係／生活福祉課 ひとり親家庭支援係

ア 事業概要

福祉の向上を目的として、区内の社会福祉団体等に対し、事業経費の一部を補助する事業を行っ

ている。
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イ 対象団体 予算書順

団体名 代表者名 活動内容

練馬区保護司

会

風祭 喜久夫

保護司会は、社会奉仕の精神をもって、主として非行少年や犯罪者の保護観察を担当

するとともに、犯罪の予防を図るため、世論の啓発指導に努め地域環境の改善活動等地

域社会の浄化を図ることを使命としている。

保護観察所長の推薦した社会的に信望のある篤志家のうちから保護司選考会の意見

を聞いて、法務大臣が委嘱するもので、任期は 年。令和 年 月 日現在、区には

名 定数 名 の保護司がいる。

区では、保護司会活動に係る事務費・分担金・事業費等の一部を補助している。

練馬区更生保

護女性会

川端 法子

地域社会の犯罪・非行の未然防止のための啓発活動を行うとともに、青少年の健全な

育成を助け、犯罪をした者や非行のある少年の改善更生に協力することを目的としてい

る。

区では、更生保護女性会活動に係る事務費・分担金・事業費等の一部を補助している。

練馬区ひとり

親福祉連合会

持田 貴之

ひとり親家庭等の親睦や、デイキャンプなどの体験学習、生活の向上を図るための啓

発事業を行っている。

練馬手をつな

ぐ親の会

森山 瑞江

知的・発達障害者 児 が、安心して地域で自立した生活を継続できるよう、知的・発

達障害者 児 の権利を守り、その福祉と教育の向上を図ることを目的としている。

練馬区視覚障

害者福祉協会

的野 碩郎

会員の互助、親睦および福祉の増進を図ることを目的としている。

練馬区肢体不

自由児者と父

母の会

森 昌也

地域で障害 児 者が生活しやすい環境作りや福祉の向上を目指し、会員相互の研修を

中心に親睦、相談等の活動を行っている。

練馬区聴覚障

害者協会

城戸 秀福

区内の聴覚障害者の生活の安定を確保し、教養を高め、親睦に務め、社会への完全参

加の実現を目的としている。

被爆者練馬の

会

綿平 敬三

被爆者が団結し協力して、医療、生活その他の諸問題解決と親睦を図ることを目的と

している。

法人練馬

精神保健福祉

会

轡田 英夫

精神障害に関する教育啓発事業を通して、一般市民の精神保健福祉における意識の向

上を目指し、ノーマライゼーション等の実現を図ると共に、障害者支援事業を通して、

精神障害者の福祉向上や自立支援を行い、精神障害者を持つ家族に対しては、家族支援

事業として自助活動、学習支援、情報提供を行うことを目的としている。
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イ 対象団体 予算書順

団体名 代表者名 活動内容

練馬区保護司

会

風祭 喜久夫

保護司会は、社会奉仕の精神をもって、主として非行少年や犯罪者の保護観察を担当

するとともに、犯罪の予防を図るため、世論の啓発指導に努め地域環境の改善活動等地

域社会の浄化を図ることを使命としている。

保護観察所長の推薦した社会的に信望のある篤志家のうちから保護司選考会の意見

を聞いて、法務大臣が委嘱するもので、任期は 年。令和 年 月 日現在、区には

名 定数 名 の保護司がいる。

区では、保護司会活動に係る事務費・分担金・事業費等の一部を補助している。

練馬区更生保

護女性会

川端 法子

地域社会の犯罪・非行の未然防止のための啓発活動を行うとともに、青少年の健全な

育成を助け、犯罪をした者や非行のある少年の改善更生に協力することを目的としてい

る。

区では、更生保護女性会活動に係る事務費・分担金・事業費等の一部を補助している。

練馬区ひとり

親福祉連合会

持田 貴之

ひとり親家庭等の親睦や、デイキャンプなどの体験学習、生活の向上を図るための啓

発事業を行っている。

練馬手をつな

ぐ親の会

森山 瑞江

知的・発達障害者 児 が、安心して地域で自立した生活を継続できるよう、知的・発

達障害者 児 の権利を守り、その福祉と教育の向上を図ることを目的としている。

練馬区視覚障

害者福祉協会

的野 碩郎

会員の互助、親睦および福祉の増進を図ることを目的としている。

練馬区肢体不

自由児者と父

母の会

森 昌也

地域で障害 児 者が生活しやすい環境作りや福祉の向上を目指し、会員相互の研修を

中心に親睦、相談等の活動を行っている。

練馬区聴覚障

害者協会

城戸 秀福

区内の聴覚障害者の生活の安定を確保し、教養を高め、親睦に務め、社会への完全参

加の実現を目的としている。

被爆者練馬の

会

綿平 敬三

被爆者が団結し協力して、医療、生活その他の諸問題解決と親睦を図ることを目的と

している。

法人練馬

精神保健福祉

会

轡田 英夫

精神障害に関する教育啓発事業を通して、一般市民の精神保健福祉における意識の向

上を目指し、ノーマライゼーション等の実現を図ると共に、障害者支援事業を通して、

精神障害者の福祉向上や自立支援を行い、精神障害者を持つ家族に対しては、家族支援

事業として自助活動、学習支援、情報提供を行うことを目的としている。
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団体名 代表者名 活動内容

練馬区重症心

身障害児 者

を守る会

山岸 由香里

重症心身障害児者の父母またはそれに代わる者が協力して助け合い、重症心身障害児

者の福祉の増進を図ることを目的としている。

練馬区障害者

団体連合会

山岸 由香里

障害者団体が相互に連携し、協力しあうことにより、障害者福祉の向上を図ることを

目的としている。

日本ダウン症

協会東京練馬

支部ちゅう

りっぷの会

米村 和恵

ダウン症候群児・者の療育の充実、ならびに地域社会環境の充実、会員相互の親睦を

目的としている。

障害児者の放

課後と余暇を

豊かにする会

古泉 猛

障害のある子どもたちが、放課後や余暇に地域の中で活動することで、社会的経験や

人間関係を広げていくことを主な目的としている。

９ 原爆被爆者・戦争犠牲者等

原爆被爆者見舞金 障害者施策推進課 管理係

ア 事業内容

各年度の 月 日現在、練馬区に住所を有し、原爆被爆者健康手帳を所持する方を対象に、年額

円を支給している。この制度は昭和 年に発足した。

イ 事業実績

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

支給人数 人

支給金額 千円

戦争犠牲者の援護 管理課 地域福祉係

ア 事業概要

昭和 年に戦傷病者戦没者遺族等援護法が制定され、戦傷病者に対しては傷害年金、戦没者等

の遺族には弔慰金、遺族年金、遺族給与金が支給されることになった。その後、数次にわたり改正

が行われ、支給要件の緩和等の措置がとられた。

イ 事務の種類

ｱ 戦没者叙位叙勲発令者および定例未伝達者叙位叙勲決定者への伝達

太平洋戦争で戦没された軍人・軍属に対する叙位叙勲の業務は、昭和 年 月 日付で閣議

決定され再開された。区では国から送付された賞賜物件等を伝達している。

ｲ 普通恩給・一時恩給・一時金・傷病賜金 時効は 年 の受付、進達事務

恩給法に基づく普通恩給・一時恩給・一時金・傷病賜金の請求用紙の交付を行い、受付・進達

は退職当時の本籍が東京都の方のみ行っている。

ｳ 戦傷病者等の妻に対する特別給付金 時効は 年 の受付、進達、交付事務

障害の程度が特別項症～第 款症の戦傷病者等の妻に支給。
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ｴ 戦没者の父母等に対する特別給付金 時効は 年 の受付、進達、交付事務

公務扶助料、遺族年金等を受ける権利のある戦没者の父母、祖父母で戦没者の戦没時に同じ氏

を名乗る子も孫もいない方で、現在も氏を同じくする自然血族の子も孫も持たなかった方に支給。

ｵ 戦没者等の妻に対する特別給付金 時効は 年 の受付、進達、交付事務

満州事変以後に戦没した方の妻で、公務扶助料、遺族年金等を受ける権利のある方に支給。

ｶ 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金 時効は 年 の受付、進達、交付事務

満州事変以後に戦傷死または勤務関連傷病死をされた旧軍人軍属、準軍属などの遺族で一定の

要件を満たす方に支給。

ｷ 引揚者の特別交付金・引揚者給付金の受付・進達・交付事務

一定の要件を満たし引揚者として認定された方に支給。

ｸ 国債の担保貸付・買上償還にかかる証明書等の発行事務

次の法律により交付された国債を一定の条件のもとに担保貸付・買上償還にかかる証明書等の

発行を行っている。

① 戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法

② 戦没者の父母等に対する特別給付金支給法

③ 戦没者等の妻に対する特別給付金支給法

④ 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法

⑤ 引揚者等に対する特別交付金の支給に関する法律

ｹ 慰霊巡拝

戦没者の遺族に対する「戦没地への墓参事業」への参加受付事務

ウ 事業実績

令和

年度

令和

年度

令和

年度

令和

年度

令和

年度

ｱ 叙位叙勲伝達 ― ― ― ― ―

ｲ 恩給等 ― ― ― ― ―

ｳ 特別給付金 戦傷病者等の妻 ― ― ―

ｴ 特別給付金 戦没者の父母等 ― ― ― ― ―

ｵ 特別給付金 戦没者等の妻 ― ― ― ―

ｶ 特別弔慰金 戦没者等の遺族 ―

ｷ 特別交付金・引揚者給付金 ― ― ― ― ―

ｸ 担保貸付・買上償還 ― ― ― ―

ｹ 慰霊巡拝 ― ― ― ― ―

行旅死亡人等 生活福祉課 管理係

行旅死亡人等の取扱い

ア 事業内容

引取者がなく氏名等が不詳の死亡人 行旅死亡人 もしくは氏名等は判明しているが引取者のな

い死亡人 墓地埋葬法第 条第 項適用の死亡人 が区内で発生した場合に、区において火葬し、遺

骨および遺留金品を保管する 親族等が判明した場合には引取りを依頼する 。また、行旅死亡人の
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ｴ 戦没者の父母等に対する特別給付金 時効は 年 の受付、進達、交付事務

公務扶助料、遺族年金等を受ける権利のある戦没者の父母、祖父母で戦没者の戦没時に同じ氏

を名乗る子も孫もいない方で、現在も氏を同じくする自然血族の子も孫も持たなかった方に支給。

ｵ 戦没者等の妻に対する特別給付金 時効は 年 の受付、進達、交付事務

満州事変以後に戦没した方の妻で、公務扶助料、遺族年金等を受ける権利のある方に支給。

ｶ 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金 時効は 年 の受付、進達、交付事務

満州事変以後に戦傷死または勤務関連傷病死をされた旧軍人軍属、準軍属などの遺族で一定の

要件を満たす方に支給。

ｷ 引揚者の特別交付金・引揚者給付金の受付・進達・交付事務

一定の要件を満たし引揚者として認定された方に支給。

ｸ 国債の担保貸付・買上償還にかかる証明書等の発行事務

次の法律により交付された国債を一定の条件のもとに担保貸付・買上償還にかかる証明書等の

発行を行っている。

① 戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法

② 戦没者の父母等に対する特別給付金支給法

③ 戦没者等の妻に対する特別給付金支給法

④ 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法

⑤ 引揚者等に対する特別交付金の支給に関する法律

ｹ 慰霊巡拝

戦没者の遺族に対する「戦没地への墓参事業」への参加受付事務

ウ 事業実績

令和

年度

令和

年度

令和

年度

令和

年度

令和

年度

ｱ 叙位叙勲伝達 ― ― ― ― ―

ｲ 恩給等 ― ― ― ― ―

ｳ 特別給付金 戦傷病者等の妻 ― ― ―

ｴ 特別給付金 戦没者の父母等 ― ― ― ― ―

ｵ 特別給付金 戦没者等の妻 ― ― ― ―

ｶ 特別弔慰金 戦没者等の遺族 ―

ｷ 特別交付金・引揚者給付金 ― ― ― ― ―

ｸ 担保貸付・買上償還 ― ― ― ―

ｹ 慰霊巡拝 ― ― ― ― ―

行旅死亡人等 生活福祉課 管理係

行旅死亡人等の取扱い

ア 事業内容

引取者がなく氏名等が不詳の死亡人 行旅死亡人 もしくは氏名等は判明しているが引取者のな

い死亡人 墓地埋葬法第 条第 項適用の死亡人 が区内で発生した場合に、区において火葬し、遺

骨および遺留金品を保管する 親族等が判明した場合には引取りを依頼する 。また、行旅死亡人の
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場合は、その旨を官報に公告し、合わせて公示する。

イ 事業実績 単位：件

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

取扱件数

行旅病人の取扱い

ア 事業内容

旅行中に病気等で歩行困難になり、入院治療を要する状態に陥りながら、治療の道がない短期滞

在外国人および不法滞在外国人の救護を行う。ただし、居住地のある場合や就労している場合は対

象外。生活保護の対象とならない行旅病人の救護として平成 年 月から再開。

イ 事業実績 単位：件

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

取扱件数

各種貸付

応急小口資金 総合福祉事務所 相談係

ア 事業内容

災害などによる住宅・家財の被害や、病気・けがなどで資金が急に必要となり、その費用の調達

が困難な方に小口資金として貸し付ける制度である。

イ 貸付内容

貸付限度額 世帯 償還方法

一般貸付 万円 か月据え置き後

万円までは か月以内均等月賦償還

万円までは か月以内均等月賦償還

万円までは か月以内均等月賦償還

特別貸付

転居 万円

災害 万円

医療 万円

ウ 事業実績

応急小口資金貸付状況

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

貸付件数 件

貸付金額 千円

高等学校進学準備資金 総合福祉事務所 管理係

ア 事業内容

生活保護法による保護を受けている世帯に高等学校進学者がいる場合、その世帯主に資金を貸し

付け、その世帯の自立更生を図ることを目的としている。

貸付金は高等学校進学者 名につき 万円を限度とし、無利子で貸付の翌々月から か月均等月

賦償還である。
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イ 事業実績

高等学校進学準備資金貸付状況

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

貸付件数 件

貸付金額 千円

女性福祉資金 総合福祉事務所 相談係

ア 事業内容

配偶者のいない女性等が経済的に自立し、社会的に安定した生活をするための資金を貸し付ける。

イ 事業実績

女性福祉資金貸付状況 貸付金額単位：千円

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

事業開始資金

事業継続資金

修学資金

技能習得資金

就職支度資金

医療介護資金

生活資金

住宅資金

転宅資金

就学支度資金

結婚資金

合計

高齢者および心身障害者の入院資金 総合福祉事務所 相談係

ア 事業内容

高齢者および心身障害者の方が、医療機関に入院し、療養に要する費用 差額ベッド、おむつ代、

医療費等 の支払いが困難な場合に貸し付けを行う。貸付限度額は 万円・無利子で、退院後

か月間据え置き、 か月目から貸付額に応じた均等月賦償還となっている。

イ 事業実績

高齢者および心身障害者の入院資金貸付状況

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

貸付延べ件数 件 件 件 件 件 件

貸付金額 千円 千円 千円 千円 千円 千円

母子及び父子福祉資金 総合福祉事務所 相談係

ア 事業内容

母子家庭の母または父子家庭の父等で、 歳未満の児童を扶養している方に対して、その経済的
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イ 事業実績

高等学校進学準備資金貸付状況

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

貸付件数 件

貸付金額 千円

女性福祉資金 総合福祉事務所 相談係

ア 事業内容

配偶者のいない女性等が経済的に自立し、社会的に安定した生活をするための資金を貸し付ける。

イ 事業実績

女性福祉資金貸付状況 貸付金額単位：千円

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

事業開始資金

事業継続資金

修学資金

技能習得資金

就職支度資金

医療介護資金

生活資金

住宅資金

転宅資金

就学支度資金

結婚資金

合計

高齢者および心身障害者の入院資金 総合福祉事務所 相談係

ア 事業内容

高齢者および心身障害者の方が、医療機関に入院し、療養に要する費用 差額ベッド、おむつ代、

医療費等 の支払いが困難な場合に貸し付けを行う。貸付限度額は 万円・無利子で、退院後

か月間据え置き、 か月目から貸付額に応じた均等月賦償還となっている。

イ 事業実績

高齢者および心身障害者の入院資金貸付状況

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

貸付延べ件数 件 件 件 件 件 件

貸付金額 千円 千円 千円 千円 千円 千円

母子及び父子福祉資金 総合福祉事務所 相談係

ア 事業内容

母子家庭の母または父子家庭の父等で、 歳未満の児童を扶養している方に対して、その経済的
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自立と生活意欲の助長を図り、また扶養している児童の福祉の増進を図ることを目的として、各種

の必要資金を貸し付けている。

イ 事業実績

母子及び父子福祉資金貸付状況 貸付金額単位：千円

練馬区社会福祉事業団

管理課 ひと・まちづくり推進係／高齢社会対策課 管理係、区立施設運営係

内容

福 練馬区社会福祉事業団は、区立の特別養護老人ホームなどの社会福祉施設の効率的・効果的運

営を図ることを目的に、平成 年 月に区の外郭団体として設立した社会福祉法人である。

令和 年 月現在、指定管理者として、デイサービスセンター 施設、はつらつセンター 施設等を

運営管理している。区の委託事業として、地域包括支援センター 施設、敬老館等を運営し、介護予

防支援事業を実施するほか、練馬福祉人材育成・研修センターにおいて、介護および障害福祉サービ

ス従事者の確保・育成・定着を支援する事業を実施している。

また、平成 年 月に民営化した旧区立特別養護老人ホーム デイサービスセンター併設 を運営

するほか、平成 年 月に同法人が初めて建設した上石神井特別養護老人ホームを開設し、平成

年 月には都市型軽費老人ホーム橋戸の丘を開設し運営している。

組織 令和 年 月 日現在

ア 役員 理事 名、監事 名、評議員 名

イ 職員 名 常勤職員 名、非常勤職員 名

主な事業の内容

ア 特別養護老人ホームの運営

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付 貸付

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

事業開始資金

事業継続資金

修学資金

技能習得資金

修業資金

就職支度資金

医療介護資金

生活資金

住宅資金

転宅資金

就学支度資金

結婚資金

合計
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介護保険施設であり、要介護認定 原則要介護 以上 を受けた高齢者対象の入所施設を運営して

いる。

イ デイサービスセンターの運営

介護保険施設であり、要支援・要介護認定者および総合事業対象者を対象とした通所施設を運営

している。介護保険サービス以外に、練馬区からの委託による介護学べるサロンを実施している。

ウ 都市型軽費老人ホームの運営

身体機能の低下などで、自立した生活に不安がある高齢者向けの設備がある施設を運営している。

エ 地域包括支援センターの運営

高齢者福祉の総合相談、高齢者権利擁護、介護支援専門員の支援、介護予防ケアプラン・ケアマ

ネジメントの作成、関係機関との調整等を行っている。

オ 訪問介護事業の運営

高齢者や障害者の家庭へホームヘルパーを派遣する事業等を運営している。

カ 居宅介護支援事業の運営

介護保険制度のサービスを希望される方に適切なサービスが提供できるよう、介護支援専門員が

ケアプランの作成や要介護認定申請の代行などを行っている。

キ はつらつセンターの運営

区内在住の 歳以上の高齢者を対象に、健康と教養および福祉の向上を図る事業を行っている。

ク 敬老館の運営

区内在住の 歳以上の高齢者を対象に、教養と娯楽の提供および健康増進に関する事業を行っ

ている。

ケ 練馬福祉人材育成・研修センターの運営

介護サービスおよび障害福祉サービス従事者の確保、育成および職場への定着を支援し、区民に

対するサービスの質の向上と安定的なサービス提供の確保を図ることを目的とし、以下の 事業を

実施している。令和 年 月に練馬障害福祉人材育成・研修センター事業を統合した。

①人材育成事業 研修

②人材確保事業 就職セミナー、就職相談・面接会

③人材定着事業 メンタルヘルス等の相談窓口

運営施設と主な事業

施設名 併設施設 施設開設日
現在の運営形態での

運営開始日
現在の運営形態

関町特別養護老人ホーム 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

居宅介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

訪問介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

富士見台特別養護老人ホーム 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

居宅介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

訪問介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業
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介護保険施設であり、要介護認定 原則要介護 以上 を受けた高齢者対象の入所施設を運営して

いる。

イ デイサービスセンターの運営

介護保険施設であり、要支援・要介護認定者および総合事業対象者を対象とした通所施設を運営

している。介護保険サービス以外に、練馬区からの委託による介護学べるサロンを実施している。

ウ 都市型軽費老人ホームの運営

身体機能の低下などで、自立した生活に不安がある高齢者向けの設備がある施設を運営している。

エ 地域包括支援センターの運営

高齢者福祉の総合相談、高齢者権利擁護、介護支援専門員の支援、介護予防ケアプラン・ケアマ

ネジメントの作成、関係機関との調整等を行っている。

オ 訪問介護事業の運営

高齢者や障害者の家庭へホームヘルパーを派遣する事業等を運営している。

カ 居宅介護支援事業の運営

介護保険制度のサービスを希望される方に適切なサービスが提供できるよう、介護支援専門員が

ケアプランの作成や要介護認定申請の代行などを行っている。

キ はつらつセンターの運営

区内在住の 歳以上の高齢者を対象に、健康と教養および福祉の向上を図る事業を行っている。

ク 敬老館の運営

区内在住の 歳以上の高齢者を対象に、教養と娯楽の提供および健康増進に関する事業を行っ

ている。

ケ 練馬福祉人材育成・研修センターの運営

介護サービスおよび障害福祉サービス従事者の確保、育成および職場への定着を支援し、区民に

対するサービスの質の向上と安定的なサービス提供の確保を図ることを目的とし、以下の 事業を

実施している。令和 年 月に練馬障害福祉人材育成・研修センター事業を統合した。

①人材育成事業 研修

②人材確保事業 就職セミナー、就職相談・面接会

③人材定着事業 メンタルヘルス等の相談窓口

運営施設と主な事業

施設名 併設施設 施設開設日
現在の運営形態での

運営開始日
現在の運営形態

関町特別養護老人ホーム 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

居宅介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

訪問介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

富士見台特別養護老人ホーム 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

居宅介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

訪問介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業
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施設名 併設施設 施設開設日
現在の運営形態での

運営開始日
現在の運営形態

大泉特別養護老人ホーム 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

居宅介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

訪問介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

田柄特別養護老人ホーム 平成元年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

デイサービスセンター 平成元年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

居宅介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

訪問介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

地域包括支援センター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

上石神井特別養護老人ホーム 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

都市型軽費老人ホーム橋戸の丘 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

土支田デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 指定管理

豊玉デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 指定管理

地域包括支援センター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

高松デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 指定管理

居宅介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

東大泉デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 指定管理

練馬デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 指定管理

地域包括支援センター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

錦デイサービスセンター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 指定管理

居宅介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

光が丘区民ホール 平成元年 月 日 平成 年 月 日 指定管理

はつらつセンター光が丘 平成元年 月 日 平成 年 月 日 指定管理

光が丘デイサービスセンター 平成元年 月 日 平成 年 月 日 指定管理

居宅介護支援事業所 平成 年 月 日 平成 年 月 日 自主事業

地域包括支援センター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

大泉北敬老館 昭和 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

西大泉敬老館 昭和 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

三原台敬老館 昭和 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

はつらつセンター大泉 平成 年 月 日 平成 年 月 日 指定管理

練馬区役所地域包括支援センター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

北町地域包括支援センター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

高野台地域包括支援センター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業
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施設名 併設施設 施設開設日
現在の運営形態での

運営開始日
現在の運営形態

光が丘南地域包括支援センター 令和 年 月 日 令和 年 月 日 練馬区委託事業

関区民ホール 平成 年 月 日 令和 年 月 日 指定管理

関町地域包括支援センター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

はつらつセンター関 平成 年 月 日 令和 年 月 日 指定管理

練馬福祉人材育成・研修センター 平成 年 月 日 令和 年 月 日 練馬区委託事業

※ 地域包括支援センターの施設開設日等は、在宅介護支援センターおよび高齢者相談センター 同支所

としての運営期間を含む。

※ はつらつセンターの施設開設日等は、高齢者センターとしての運営期間を含む。

※ 練馬福祉人材育成・研修センターの施設開設日等は、練馬介護人材育成・研修センターとしての運営

期間を含む。

※ 高松居宅介護支援事業所は、令和 年 月 日より一時休止中。

成年後見制度利用支援

管理課 地域福祉係／総合福祉事務所 高齢者支援係、障害者支援係、知的障害者担当係長

事業内容

認知症高齢者、知的障害者および精神障害者など判断能力が不十分な者は、自分ひとりで財産の管

理や契約などの法律行為をすることが困難である。成年後見制度とは、このような判断能力が不十分

な者 本人 や親族が家庭裁判所に申立てを行い、裁判所が後見人等を選ぶ制度である。裁判所に選ば

れた後見人等が、本人の判断能力を補い、権利を守る。本人の判断能力の程度により、補助、保佐、

後見に分かれており、後見人等に与えられる権限の範囲も異なる。

身寄りのない人などのために区市町村長に法定後見開始の審判申立権が与えられており、練馬区

においても平成 年度から実施している。

近年、成年後見制度の利用を必要としている者が急増しており、利用支援が急務となっている。練

馬区では、平成 年 月から区長申立てをした者の中で、資力がない等の理由により後見人等に支

払う報酬費用を負担することが困難な者への支援として、区長が被後見人 本人 に代わって、後見人

等に報酬を支払う後見人等報酬費用助成制度を創設した。平成 年 月から助成対象について、区

長申立てに限らず、親族・本人等の申立ての場合にも拡大した。また、令和 年 月から、監督人も

助成対象とした。

事業実績

練馬区の区長申立件数 単位：件

区長申立て件数

合計 認知症 知的 精神

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度
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施設名 併設施設 施設開設日
現在の運営形態での

運営開始日
現在の運営形態

光が丘南地域包括支援センター 令和 年 月 日 令和 年 月 日 練馬区委託事業

関区民ホール 平成 年 月 日 令和 年 月 日 指定管理

関町地域包括支援センター 平成 年 月 日 平成 年 月 日 練馬区委託事業

はつらつセンター関 平成 年 月 日 令和 年 月 日 指定管理

練馬福祉人材育成・研修センター 平成 年 月 日 令和 年 月 日 練馬区委託事業

※ 地域包括支援センターの施設開設日等は、在宅介護支援センターおよび高齢者相談センター 同支所

としての運営期間を含む。

※ はつらつセンターの施設開設日等は、高齢者センターとしての運営期間を含む。

※ 練馬福祉人材育成・研修センターの施設開設日等は、練馬介護人材育成・研修センターとしての運営

期間を含む。

※ 高松居宅介護支援事業所は、令和 年 月 日より一時休止中。

成年後見制度利用支援

管理課 地域福祉係／総合福祉事務所 高齢者支援係、障害者支援係、知的障害者担当係長

事業内容

認知症高齢者、知的障害者および精神障害者など判断能力が不十分な者は、自分ひとりで財産の管

理や契約などの法律行為をすることが困難である。成年後見制度とは、このような判断能力が不十分

な者 本人 や親族が家庭裁判所に申立てを行い、裁判所が後見人等を選ぶ制度である。裁判所に選ば

れた後見人等が、本人の判断能力を補い、権利を守る。本人の判断能力の程度により、補助、保佐、

後見に分かれており、後見人等に与えられる権限の範囲も異なる。

身寄りのない人などのために区市町村長に法定後見開始の審判申立権が与えられており、練馬区

においても平成 年度から実施している。

近年、成年後見制度の利用を必要としている者が急増しており、利用支援が急務となっている。練

馬区では、平成 年 月から区長申立てをした者の中で、資力がない等の理由により後見人等に支

払う報酬費用を負担することが困難な者への支援として、区長が被後見人 本人 に代わって、後見人

等に報酬を支払う後見人等報酬費用助成制度を創設した。平成 年 月から助成対象について、区

長申立てに限らず、親族・本人等の申立ての場合にも拡大した。また、令和 年 月から、監督人も

助成対象とした。

事業実績

練馬区の区長申立件数 単位：件

区長申立て件数

合計 認知症 知的 精神

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度
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区長申立て件数

合計 認知症 知的 精神

令和 年度

後見人等報酬費用助成件数 単位：件

助成件数 備考

令和 年度 区長申立 、区長申立以外

令和 年度 区長申立 、区長申立以外

令和 年度 区長申立 、区長申立以外

令和 年度 区長申立 、区長申立以外

令和 年度 区長申立 、区長申立以外

※ 平成 年度から、施設入所者・在宅生活者にかかわらず、助成金額上限を統一した。

権利擁護センター 管理課 地域福祉係

権利擁護センターの事業内容

区と練馬区社会福祉協議会が、高齢や障害のため福祉サービスの利用や財産管理が困難な方に必要

なサービスや制度を紹介し、地域で安心して生活できるように支援することを目的として、平成

年 月に開設した。福祉サービスの利用手続きの支援、成年後見制度の利用支援などを行っている。

平成 年 月に、区における成年後見制度活用を促進するための「成年後見制度推進機関」として位

置付けられた。

また、令和 年 月から、成年後見制度の利用を促進するため、区が中核機関を設置し、運営を権

利擁護センターに委託している。

中核機関の業務

ア 相談および利用支援

成年後見制度に関する相談に応じるとともに、制度の利用が必要な場合については、適切に利用

できるよう、手続の説明や助言等の申立支援および成年後見人等の支援を行う。

イ 広報および周知・普及啓発

成年後見制度に関する情報発信、講演会の開催等、制度に関する幅広い広報および周知・普及啓

発を行う。

ウ 地域連携ネットワークの構築

身近な地域で成年後見制度に携わる関係者が連携して支援が必要な方を支える体制を構築する

ため、地域包括支援センター、福祉事務所、保健相談所等の関係機関と、弁護士、司法書士等の専

門職等が参加する検討支援会議を開催し、事例検討や後見人候補者のマッチング等を行う。

＜事業実績＞検討支援会議 令和 年度から開始 （単位：回）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

回数

エ 市民後見人の養成・活動支援

後見業務を行う意欲のある区民が市民後見人として活動できるよう、養成事業を実施するととも

に、市民後見人候補者の登録、受任調整および活動支援等を行う。受任ケースについては、練馬区

社会福祉協議会が法人として後見監督人を受任している。
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＜事業実績＞ 後見監督人 受任件数 （単位：件）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

件数

オ 親族後見人の支援

親族後見人に対し、個別相談支援を行うとともに、成年後見制度に関する情報提供および相談窓

口の周知普及を図るため、広報誌を発行する。

カ 協議会の開催

中核機関が円滑で適正な運営を図り、事業の透明性・公平性を確保するため、協議会を設置し、

運営・活動方針、事業計画等について意見交換、協議を行う。

福祉サービス利用援助事業

適切な福祉サービスを選択し利用するための手続きや支払い、日常の金銭管理などをサポートする

「地域福祉権利擁護事業」や「財産保全・手続き代行サービス」を実施している。

＜事業実績＞

地域福祉権利擁護事業利用者数 （単位：人）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

人数

財産保全・手続き代行サービス利用者数 （単位：人）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

人数

法人後見事業

後見人候補者の選択肢を増やし、適切な後見人が選任されるようにするため、令和 年 月から練

馬区社会福祉協議会による法人後見事業を実施している。

＜事業実績＞ （単位：人）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

人数

保健福祉サービス苦情調整委員 区長の附属機関 管理課 地域福祉係

事業内容

区や民間事業者が行う高齢者、障害者、子ども等を対象とした保健福祉サービスの利用に関する

区民からの苦情申立てを受け、調整に必要な調査や是正勧告、意見表明を行う区長の附属機関を平

成 年 月に設置した。苦情調整委員 弁護士等学識経験者 人と専門相談員 人で構成されてい

る。

事業実績

※ 「高齢者」には「介護保険」も含む （単位：件）

申立内容 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

高齢者

障害者

生活保護

子ども

その他
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＜事業実績＞ 後見監督人 受任件数 （単位：件）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

件数

オ 親族後見人の支援

親族後見人に対し、個別相談支援を行うとともに、成年後見制度に関する情報提供および相談窓

口の周知普及を図るため、広報誌を発行する。

カ 協議会の開催

中核機関が円滑で適正な運営を図り、事業の透明性・公平性を確保するため、協議会を設置し、

運営・活動方針、事業計画等について意見交換、協議を行う。

福祉サービス利用援助事業

適切な福祉サービスを選択し利用するための手続きや支払い、日常の金銭管理などをサポートする

「地域福祉権利擁護事業」や「財産保全・手続き代行サービス」を実施している。

＜事業実績＞

地域福祉権利擁護事業利用者数 （単位：人）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

人数

財産保全・手続き代行サービス利用者数 （単位：人）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

人数

法人後見事業

後見人候補者の選択肢を増やし、適切な後見人が選任されるようにするため、令和 年 月から練

馬区社会福祉協議会による法人後見事業を実施している。

＜事業実績＞ （単位：人）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

人数

保健福祉サービス苦情調整委員 区長の附属機関 管理課 地域福祉係

事業内容

区や民間事業者が行う高齢者、障害者、子ども等を対象とした保健福祉サービスの利用に関する

区民からの苦情申立てを受け、調整に必要な調査や是正勧告、意見表明を行う区長の附属機関を平

成 年 月に設置した。苦情調整委員 弁護士等学識経験者 人と専門相談員 人で構成されてい

る。

事業実績

※ 「高齢者」には「介護保険」も含む （単位：件）

申立内容 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

高齢者

障害者

生活保護

子ども

その他
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令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

合 計

福祉サービス第三者評価受審支援 介護保険課 管理係

事業内容

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 年厚生労働省令第

号）および「練馬区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営等の基準に関する条例」

平成 年 月 日条例第 号 により、外部評価 福祉サービス第三者評価 を受審することが

義務付けられている認知症対応型共同生活介護を提供している民間の事業者に対し、福祉サービス第

三者評価の受審に要した費用の一部または全部を助成する。なお、受審義務は、要件を満たすことで

年に 回に緩和される。

事業実績 （単位：事業所）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

助成事業所数

福祉有償運送 管理課 地域福祉係

 福祉有償運送運営協議会

ア 事業内容

法人等が障害者や高齢者などの送迎を有料で行う福祉有償運送は、自治体で設置する運営協

議会の協議を経て、運輸支局に登録された法人に限り合法的に実施できる。

区では、学識経験者やタクシー関係者、 法人などで構成される福祉有償運送運営協議会を設

置し、福祉有償運送を行う団体の協議を行っている。

イ 事業実績 （単位：回）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

開催回数

つながるカレッジねりま 福祉分野 管理課 ひと・まちづくり推進係

事業内容

「地域福祉を担う人材の育成」と「育成した人材を活かす仕組みづくり」を目標に「地域福祉パワー

アップカレッジねりま」として平成 年 月に開設した。令和 年度から「つながるカレッジね

りま」としてリニューアルし、講座内容を福祉のほか、防災、農、みどり、環境の全 分野に拡大

した（環境分野は令和 年度末をもって廃止）。

事業実績

学生 募集 応募 入学者

令和 年度入学

期生
人程度 人 人

令和 年度入学 ※ － － －

令和 年度入学

期生
人程度 人 人
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学生 募集 応募 入学者

令和 年度入学

期生
人程度 人 人

令和 年度入学

期生
人程度 人 人

※ 令和 年度は学生の募集を中止。

福祉のまちづくり 管理課 ひと・まちづくり推進係

令和 年 月に策定した「みんなでつくる誰もが安心して暮らせるまちプラン【練馬区地域福祉計画】

令和 年度から令和 年度 」に基づき、福祉のまちづくりに関する事業を行っている。主な事業は

以下のとおり。

小中学生へのユニバーサルデザイン体験教室

まちの中にあるバリア 段差など 等への興味関心を高めることにより、多様な人々に対する理解の

促進に取り組んでいる。

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

ユニバーサルデザイン

体験教室（学校出張編）
校 校 校 校 校

ユニバーサルデザイン

体験教室（学校外編）
回 回 回 回 回

バリアフリーマップ「あんしんおでかけマップ」

誰もが気軽に外出できるよう、区立施設や駅などの公共施設のバリアフリー状況が分かる地図情報

を発信する練馬区バリアフリーマップ「あんしんおでかけマップ」を平成 年 月からインターネッ

ト上で公開している。令和 年 月からは英語版の練馬区バリアフリーマップ「あんしんおでかけマッ

プ」も公開している。

区からの送付物への配慮

区が送付する封筒に、送付物の内容を音声やテキストデータで確認できる音声コードを印字。

また、希望者には、重要な文書の封筒に点字シールを添付するほか、文書を発送する旨のメールを

送付している。

ユニバーサルデザインの普及啓発事業

区内のイベントにて、ユニバーサルデザインの普及啓発事業を行っている。

実施日 会場 参加者数

令和 年度

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

練馬まつり

厚文えんにち

障害者フェスティバル

約 人

令和 年度
令和 年 月 日

令和 年 月 日

練馬まつり

障害者フェスティバル
約 人

令和 年度
令和 年 月 日

令和 年 月 日

練馬まつり

障害者フェスティバル
約 人
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学生 募集 応募 入学者

令和 年度入学

期生
人程度 人 人

令和 年度入学

期生
人程度 人 人

※ 令和 年度は学生の募集を中止。

福祉のまちづくり 管理課 ひと・まちづくり推進係

令和 年 月に策定した「みんなでつくる誰もが安心して暮らせるまちプラン【練馬区地域福祉計画】

令和 年度から令和 年度 」に基づき、福祉のまちづくりに関する事業を行っている。主な事業は

以下のとおり。

小中学生へのユニバーサルデザイン体験教室

まちの中にあるバリア 段差など 等への興味関心を高めることにより、多様な人々に対する理解の

促進に取り組んでいる。

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

ユニバーサルデザイン

体験教室（学校出張編）
校 校 校 校 校

ユニバーサルデザイン

体験教室（学校外編）
回 回 回 回 回

バリアフリーマップ「あんしんおでかけマップ」

誰もが気軽に外出できるよう、区立施設や駅などの公共施設のバリアフリー状況が分かる地図情報

を発信する練馬区バリアフリーマップ「あんしんおでかけマップ」を平成 年 月からインターネッ

ト上で公開している。令和 年 月からは英語版の練馬区バリアフリーマップ「あんしんおでかけマッ

プ」も公開している。

区からの送付物への配慮

区が送付する封筒に、送付物の内容を音声やテキストデータで確認できる音声コードを印字。

また、希望者には、重要な文書の封筒に点字シールを添付するほか、文書を発送する旨のメールを

送付している。

ユニバーサルデザインの普及啓発事業

区内のイベントにて、ユニバーサルデザインの普及啓発事業を行っている。

実施日 会場 参加者数

令和 年度

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

練馬まつり

厚文えんにち

障害者フェスティバル

約 人

令和 年度
令和 年 月 日

令和 年 月 日

練馬まつり

障害者フェスティバル
約 人

令和 年度
令和 年 月 日

令和 年 月 日

練馬まつり

障害者フェスティバル
約 人
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地域福祉推進 管理課 地域福祉係、ひと･まちづくり推進係

 非営利地域福祉活動支援事業

ア 事業内容

地域住民の助け合いを支援するため、非営利で地域福祉活動を行う団体に対し、経費の一部補

助等、活動を支援する。

イ 補助対象事業

介護保険法に基づく保険給付などの他の公的な制度に基づく事業の対象とならない以下の事業

を対象とする。

・非営利で 年以上の活動実績がある家事援助・介護サービス、移送サービス、食事サービス

ウ 事業実績 （単位：団体）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

補助団体

やさしいまちづくり支援事業

ア 事業内容

地域福祉・福祉のまちづくりのために、区民自らが主体となった創意工夫あふれる企画提案事業

に対し、活動費の助成を実施している。

イ 企画応募数と助成件数 単位：件

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

応募

助成

矯正施設所在自治体会議

全国で矯正施設が所在する区市町村が矯正施設と共に再犯防止策を推進する等、安全・安心な地

域づくりを進めることを目的とした会議体であり、会議の趣旨に賛同し、会費を支出している。

再犯防止支援会議

刑務所出所者等が再犯をすることなく地域で安定した生活を送るためには、就労や住居の確保、

適切な保健・医療サービスの提供等の支援を行う必要がある。保護司や更生保護ボランティア、関

係機関等による再犯防止支援会議を設置し、一人ひとりに寄り添った具体的な支援を検討する。

（令和７年度新規事業）

避難行動要支援者対策

避難行動要支援者名簿・個別避難計画作成 管理課 福祉防災・システム係

ア 事業内容

災害対策基本法に基づき、大地震などの災害が起こったときに、自力で避難することが難しく、

支援を必要とする方々 避難行動要支援者 を登録する避難行動要支援者名簿を作成している。また、

避難行動要支援者名簿登録者の中で作成に同意いただいた方を対象に、「どこへ」「だれと」避難す

るかをあらかじめ定める個別避難計画も作成している。外部提供に同意された方の情報は、平常時

から関係機関 民生・児童委員、区民防災組織等、地域包括支援センター、消防機関、警察機関 と

共有している。

なお、令和 年度に名簿登録者全員の身体状況等を調査し、情報の更新にあわせ、個別避難計画
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の作成を開始した。

イ 事業実績 各年度末の名簿登録者・計画作成者数 単位：人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

名簿登録者数

計画作成者数

（廃止者含む）

福祉避難所運営

管理課 福祉防災・システム係／障害者施策推進課 地域生活支援係／高齢社会対策課 管理係

ア 事業内容

災害時に一般の避難拠点での避難生活が困難な要配慮者を受け入れる福祉避難所の拡充および

整備を図る。

イ 事業実績 令和 年度実績

ｱ 福祉避難所 か所を新規指定し、無線機および備蓄物資を配備。

ｲ 使用期限が到来する非常食等の備蓄物資を訓練で活用し、使用分を入替。

ｳ 災害時に福祉避難所の円滑な開設・運営体制を確保するため、無線機定期訓練等を実施。

※ 福祉避難所 か所 障害系施設 か所・高齢系施設 か所 で台風接近時を想定した災害時対応

訓練を実施。

※ 福祉避難所 か所 障害系施設 か所・高齢系施設 か所 で震災時を想定した災害時対応訓練

を実施。

※ 福祉避難所 か所 障害系施設 か所・高齢系施設 か所 で福祉用具搬入搬出訓練を実施。

※ 福祉避難所 か所 障害系施設 で震災時を想定した直接避難対応訓練を実施。

※ 令和 年 月 日現在

福祉避難所数 か所 無線機の配備数 か所

災害ボランティアセンター運営 管理課 地域福祉係

ア 事業内容

大規模地震等災害発生時に、ボランティア活動を効率的に推進するための組織である。開設場所

は練馬文化センターとし、運営主体は練馬区社会福祉協議会である。

イ 事業実績

平成 年度から毎年度 回、災害ボランティアセンター開設訓練を実施している。平成 年度

からは、地域の町会・自治会・障害者団体に加え、災害ボランティアコーディネーター入門講座受

講生も参加している。

路上生活者対策事業 生活福祉課 自立促進支援係

平成 年度から数次にわたり、路上生活者の支援に係る都区協定を締結し実施している特別区と東

京都の共同事業。なお、平成 年度以降は生活困窮者自立支援法の事業として実施する。

事業内容

ア 巡回相談事業：路上生活者等の起居する場所を巡回して面接相談を行い、状況把握、路上生活者

対策事業等の紹介、利用あっせんを行う。

イ 緊急一時保護事業：路上生活者を一時的に保護し、その実情に応じた社会復帰への支援を行うた
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の作成を開始した。

イ 事業実績 各年度末の名簿登録者・計画作成者数 単位：人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

名簿登録者数

計画作成者数

（廃止者含む）

福祉避難所運営

管理課 福祉防災・システム係／障害者施策推進課 地域生活支援係／高齢社会対策課 管理係

ア 事業内容

災害時に一般の避難拠点での避難生活が困難な要配慮者を受け入れる福祉避難所の拡充および

整備を図る。

イ 事業実績 令和 年度実績

ｱ 福祉避難所 か所を新規指定し、無線機および備蓄物資を配備。

ｲ 使用期限が到来する非常食等の備蓄物資を訓練で活用し、使用分を入替。

ｳ 災害時に福祉避難所の円滑な開設・運営体制を確保するため、無線機定期訓練等を実施。

※ 福祉避難所 か所 障害系施設 か所・高齢系施設 か所 で台風接近時を想定した災害時対応

訓練を実施。

※ 福祉避難所 か所 障害系施設 か所・高齢系施設 か所 で震災時を想定した災害時対応訓練

を実施。

※ 福祉避難所 か所 障害系施設 か所・高齢系施設 か所 で福祉用具搬入搬出訓練を実施。

※ 福祉避難所 か所 障害系施設 で震災時を想定した直接避難対応訓練を実施。

※ 令和 年 月 日現在

福祉避難所数 か所 無線機の配備数 か所

災害ボランティアセンター運営 管理課 地域福祉係

ア 事業内容

大規模地震等災害発生時に、ボランティア活動を効率的に推進するための組織である。開設場所

は練馬文化センターとし、運営主体は練馬区社会福祉協議会である。

イ 事業実績

平成 年度から毎年度 回、災害ボランティアセンター開設訓練を実施している。平成 年度

からは、地域の町会・自治会・障害者団体に加え、災害ボランティアコーディネーター入門講座受

講生も参加している。

路上生活者対策事業 生活福祉課 自立促進支援係

平成 年度から数次にわたり、路上生活者の支援に係る都区協定を締結し実施している特別区と東

京都の共同事業。なお、平成 年度以降は生活困窮者自立支援法の事業として実施する。

事業内容

ア 巡回相談事業：路上生活者等の起居する場所を巡回して面接相談を行い、状況把握、路上生活者

対策事業等の紹介、利用あっせんを行う。

イ 緊急一時保護事業：路上生活者を一時的に保護し、その実情に応じた社会復帰への支援を行うた
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め、宿所・食事の提供、生活相談、健康診断、健康回復およびアセスメントを行う。

ウ 自立支援事業：原則として緊急一時保護事業におけるアセスメントの結果、勤労意欲があり、心

身状態も就労に支障がないと認められる者に対し、自立を図るための就労支援、地域生活移行支援

を行う。

エ 地域生活継続支援事業：原則として自立支援事業により支援が終了した者に対し、地域生活を継

続し、路上生活に戻らないようにするために生活・就労状況の把握と必要な支援を行う。

オ 支援付地域生活移行事業：路上生活が長期化・高齢化した者に対し、巡回相談、居住支援および

見守り支援を一貫して行い、地域で日常生活が送れるようにすることを目的に、支援付住宅への入

居、、生活指導、、生活相談および専門相談等による地域生活移行支援を行う。

都区の役割分担

ア 各特別区：事業の利用承諾および利用終了後の支援決定

イ 特別区人事厚生事務組合：特別区 全体 が実施主体となる巡回相談事業、緊急一時保護事業、自

立支援事業、地域生活継続支援事業および支援付地域生活移行事業を共同処理 特別区人事厚生事務

組合はこれらの事業を社会福祉法人等に委託して実施

ウ 東京都：路上生活者対策事業施設の建設および自立支援住宅・職業相談体制等の確保調整

路上生活者対策事業施設

ア 自立支援センター：特別区を ブロックに分け、 つのブロックに か所ずつ設置している。

施設設置区はブロック内各区の 年ごとの持ち回り制

イ 自立支援住宅：自立支援事業・地域生活移行支援を実施するため、自立支援センターに付属する

施設として、自立支援住宅をブロック内の各特別区に均等に借上げ、確保している。

ウ 支援付住宅：支援付地域生活移行事業の実施のため、自立支援住宅の一部を転用し、利用してい

る。

介護福祉士資格取得支援事業 高齢社会対策課 計画係

事業内容

多様な介護人材確保のため、区内の介護事業所で特定技能や技能実習生として働きながら介護福祉

士資格の取得を目指す外国人向けに試験対策講座を実施する。あわせて、親睦を図るための交流会を

実施する。

（令和 年度新規事業）

介護従事者養成研修 高齢社会対策課 計画係

事業内容

介護従事者として従事することを希望する者を対象に、介護に係る基本的な知識・技術を習得する

ための研修を実施する。また、研修修了者を対象に就職相談会を開催し、介護人材の確保を図る。

事業実績 単位：人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

研修修了者数

就労者数
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介護職員初任者研修受講料助成 管理課 ひと・まちづくり推進係

事業内容

介護職員初任者研修修了後、区内介護サービス事業所の介護職員または区内障害福祉サービス事業

所の障害福祉サービス従事者として か月継続就労する等の一定要件を満たした方へ、受講料の

割 上限 万円 を助成する。令和７年度より、事業所が受講料を立て替えた場合に、事業所から区

に直接申請することのできる立替払制度を導入。

事業実績 単位：件

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

支給件数

介護サービス事業所分

障害サービス事業所分

介護職員実務者研修受講料助成 管理課 ひと・まちづくり推進係

事業内容

介護職員実務者研修修了後、区内介護サービス事業所の介護職員または区内障害福祉サービス事業

所の障害福祉サービス従事者として か月継続就労する等の一定要件を満たした方へ、受講料の 割

上限 万円 を助成する。令和７年度より、事業所が受講料を立て替えた場合に、事業所から区に

直接申請することのできる立替払制度を導入。

事業実績 単位：件

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

支給件数

介護サービス事業所分

障害サービス事業所分

介護福祉士資格取得費用助成 管理課 ひと・まちづくり推進係

事業内容

介護福祉士の登録後、区内介護サービス事業所の介護職員または区内障害福祉サービス事業所の障

害福祉サービス従事者として か月継続就労する等の一定要件を満たした方へ、介護福祉士試験受験

手数料 円 および介護福祉士登録手数料 円 を助成する。令和７年度より、事業所が受

験手数料および登録手数料を立て替えた場合に、事業所から区に直接申請することのできる立替払制

度を導入。

事業実績 単位：件

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

支給件数

介護サービス事業所分

障害サービス事業所分
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介護職員初任者研修受講料助成 管理課 ひと・まちづくり推進係

事業内容

介護職員初任者研修修了後、区内介護サービス事業所の介護職員または区内障害福祉サービス事業

所の障害福祉サービス従事者として か月継続就労する等の一定要件を満たした方へ、受講料の

割 上限 万円 を助成する。令和７年度より、事業所が受講料を立て替えた場合に、事業所から区

に直接申請することのできる立替払制度を導入。

事業実績 単位：件

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

支給件数

介護サービス事業所分

障害サービス事業所分

介護職員実務者研修受講料助成 管理課 ひと・まちづくり推進係

事業内容

介護職員実務者研修修了後、区内介護サービス事業所の介護職員または区内障害福祉サービス事業

所の障害福祉サービス従事者として か月継続就労する等の一定要件を満たした方へ、受講料の 割

上限 万円 を助成する。令和７年度より、事業所が受講料を立て替えた場合に、事業所から区に

直接申請することのできる立替払制度を導入。

事業実績 単位：件

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

支給件数

介護サービス事業所分

障害サービス事業所分

介護福祉士資格取得費用助成 管理課 ひと・まちづくり推進係

事業内容

介護福祉士の登録後、区内介護サービス事業所の介護職員または区内障害福祉サービス事業所の障

害福祉サービス従事者として か月継続就労する等の一定要件を満たした方へ、介護福祉士試験受験

手数料 円 および介護福祉士登録手数料 円 を助成する。令和７年度より、事業所が受

験手数料および登録手数料を立て替えた場合に、事業所から区に直接申請することのできる立替払制

度を導入。

事業実績 単位：件

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

支給件数

介護サービス事業所分

障害サービス事業所分
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介護福祉士養成施設学生宿舎借り上げ支援事業 高齢社会対策課 計画係

事業内容

光が丘福祉専門学校への入学者確保および卒業後の区内事業者等への就職・定着を支援し、福祉サー

ビスの安定的な提供の確保を図るため、学生のために宿舎の借上げを行う学校法人慈誠会学園に対し、

当該借上げに係る経費の一部を補助する。

（令和 年度新規事業）

訪問介護採用応援補助事業 高齢社会対策課 計画係

事業内容

人材不足が特に深刻な訪問介護の担い手を確保・育成するため、区内の訪問介護事業所が訪問介護

業務への就業を希望する方を新たに有期雇用し、介護労働に従事させるとともに、勤務の一部として

介護職員初任者研修を受講させる場合に有期雇用期間中の賃金等を補助する。

（令和 年度新規事業）

障害福祉サービス等従事者養成研修受講料助成 障害者サービス調整担当課 事業者支援係

事業内容

障害福祉サービス等従事者養成研修課程修了後、区内障害福祉サービス事業所の障害福祉サービス

従事者として か月継続就労する等の一定要件を満たした方へ、受講料を助成する。

研修  助成基準額  
移動支援従事者養成研修  円  
同行援護従事者養成研修一般課程  円  
同行援護従事者養成研修応用課程  円  
行動援護従事者養成研修  円  
重度訪問介護従事者養成研修 円

（令和７年度新規事業）

練馬福祉人材育成・研修センター事業 管理課 ひと・まちづくり推進係 【再掲】

事業内容

介護サービスおよび障害福祉サービス従事者の確保、育成および職場への定着を支援し、区民に

対するサービスの質の向上と安定的なサービス提供の確保を図ることを目的とし、以下の 事業を

実施している。令和 年 月に練馬障害福祉人材育成・研修センター事業を統合した。

ｱ 人材育成事業

区内の介護および障害福祉サービス事業所の職員等を対象に、各種研修を実施する。

ｲ 人材確保事業

介護および障害福祉分野への就労希望者を対象に、就職セミナーや就職相談・面接会を開催す

る。

ｳ 人材定着事業

区内の介護および障害福祉サービス事業所の職員とその家族を対象に、悩みを相談できる窓口

を設置する。
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事業実績 （単位：人）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

利用者数

介護支援専門員等育成支援 高齢者支援課 地域包括支援係

事業概要

区内の主任介護支援専門員に対し、ファシリテーション向上、スーパービジョン力向上、介護支援

専門員地域同行型研修など、介護支援専門員に対する指導力強化のための研修を行う。研修を受講し

た主任介護支援専門員の指導・助言を通じ、区内介護支援専門員のケアマネジメント力の向上を目指

す。平成 年度から実施している。

事業実績 開催回数・延べ参加者数

※ 令和元年度から 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部中止。

介護支援専門員資格更新研修費補助 高齢者支援課 地域包括支援係

ア 事業目的

平成 年度の介護保険法改正により、介護支援専門員資格に 年の有効期限が設けられ、同時

に、資格更新に際し、更新研修の受講も義務化された。そこで、更新研修の受講に要する経費の一

部を助成することにより、練馬区内の介護支援専門員の維持・確保を図ることを目的として平成

年度から当事業を実施している。

平成 年度に介護支援専門員の研修制度の見直しが行われ、主任介護支援専門員の更新研修が

創設されたため、平成 年度から新たに主任介護支援専門員更新研修費の一部を助成している。

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

保険者と介護支援専門員が

ともに行う

質の向上ガイドライン研修

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 人

ファシリテーター研修
回

―

回

―

回

―

回

延 人

回

延 名

スーパービジョン研修
回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 名

介護支援専門員地域同行型

アドバイザー養成研修

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 名

地域カンファレンス

全体報告会

回

―

延 人

回

―

延 人

回

回

延 人

回

回

延 人

回

回

延 名

介護支援専門員向け研修
回

―

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 名
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事業実績 （単位：人）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

利用者数

介護支援専門員等育成支援 高齢者支援課 地域包括支援係

事業概要

区内の主任介護支援専門員に対し、ファシリテーション向上、スーパービジョン力向上、介護支援

専門員地域同行型研修など、介護支援専門員に対する指導力強化のための研修を行う。研修を受講し

た主任介護支援専門員の指導・助言を通じ、区内介護支援専門員のケアマネジメント力の向上を目指

す。平成 年度から実施している。

事業実績 開催回数・延べ参加者数

※ 令和元年度から 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部中止。

介護支援専門員資格更新研修費補助 高齢者支援課 地域包括支援係

ア 事業目的

平成 年度の介護保険法改正により、介護支援専門員資格に 年の有効期限が設けられ、同時

に、資格更新に際し、更新研修の受講も義務化された。そこで、更新研修の受講に要する経費の一

部を助成することにより、練馬区内の介護支援専門員の維持・確保を図ることを目的として平成

年度から当事業を実施している。

平成 年度に介護支援専門員の研修制度の見直しが行われ、主任介護支援専門員の更新研修が

創設されたため、平成 年度から新たに主任介護支援専門員更新研修費の一部を助成している。

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

保険者と介護支援専門員が

ともに行う

質の向上ガイドライン研修

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 人

ファシリテーター研修
回

―

回

―

回

―

回

延 人

回

延 名

スーパービジョン研修
回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 名

介護支援専門員地域同行型

アドバイザー養成研修

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 名

地域カンファレンス

全体報告会

回

―

延 人

回

―

延 人

回

回

延 人

回

回

延 人

回

回

延 名

介護支援専門員向け研修
回

―

回

延 人

回

延 人

回

延 人

回

延 名
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イ 事業内容 単位：人

助成対象研修 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

介護支援専門員専門研修

Ⅱ相当 円

主任介護支援専門員更新

研修 円

介護支援専門員実務研修

（ 円）
― ― ― ―

※ 「介護支援専門員専門研修Ⅰ及びⅡ相当 円 」は令和 年度から廃止

「介護支援専門員実務研修」は令和 年度創設

※ 令和 年度実績が他年度と比較して少ない理由として、東京都が介護支援専門員法定研修受講

料の補助事業を開始した影響が推測される。

都補助事業を利用した事業者に対しては、区は令和 年度予算で補正を行う。

中国残留邦人等支援給付 練馬総合福祉事務所 援護係

事業概要

永住帰国した中国残留邦人等および帰国前に結婚し長年にわたり労苦をともにした配偶者 特定配

偶者 の老後の生活の安定を図るため、平成 年 月から従来の生活保護に代えて支援給付を行って

いる。支援給付の仕組みは、法律により生活保護の例によることとされているが、次に例示するよう

に生活保護とは大きく異なる取扱いがなされており、独自の制度となっている。

・中国残留邦人等本人の老齢基礎年金については、満額相当額までは収入認定しない。

・一定の金額までは預貯金などの保有を容認する。

・親族訪問等で中国などへ渡航する場合、原則 ヵ月程度の渡航期間であれば支援給付を継続支給

する。

また、支援給付の実施にあたっては、中国残留邦人等の方々の特別な事情に配慮して、中国語がで

きる生活支援員を配置している。

対象となる方の要件

① 満額の老齢基礎年金等の支給の対象となる方 特定中国残留邦人等 で、世帯の収入が一定の基準

に満たない方。

② 法施行 平成 年 月 日 前に 歳以上で死亡した特定中国残留邦人等の配偶者で、法施行の

際に生活保護を受給していた方。

支援給付の額と種類

支援給付費は、世帯の収入から一定額を除いた額において、国が地域ごとに定めた「生活費の基準 最

低生活費 」の額より少ない場合、その不足分を支給する。支援給付は生活、住宅、医療、介護および

葬祭等の種類があり、支給を受ける世帯に応じて、必要額を各支援給付と組み合わせて支援給付費を

支給する。
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世帯数および人員数

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

世帯数（世帯）

人員数（人）

※ 各年度 月 日現在で支援給付受給中の世帯および人員の数

中国残留邦人等地域生活支援事業 練馬総合福祉事務所 援護係

事業概要

地域生活支援事業は、永住帰国した中国残留邦人等が地域において生き生きと暮らすことができる

よう、地域社会での自立の促進と生活の安定を図ることを目的としている。

事業内容

ア 地域における中国残留邦人等支援ネットワーク事業 業務委託により実施

・地域住民に対する広報活動事業

地域の住民を対象として、中国残留邦人問題の理解や支援団体の取組内容の周知などを図るため

の映画会、交流会などの開催

＜事業実績＞

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

事業数（事業）

総実施回数

（回）

※ 令和 年度および令和 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。

・地域で実施する日本語交流事業

日常会話レベルの日本語習得の場を提供するための広場舞、秧歌、太極拳教室などの開催

＜事業実績＞

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

事業数（事業）

総実施回数

（回）

※ 令和 年度および令和 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により一部中止。

イ 自立支援通訳等派遣事業

・自立支援通訳派遣

医療機関を受診する場合、関係行政機関からの支援を受ける場合などに通訳を派遣

＜事業実績＞ （単位：回）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

派遣回数

・自立指導員派遣

地域社会で安心して生活が送れるよう支援することを目的とし、地域に定着して間もない世帯な

どを対象に派遣
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世帯数および人員数

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

世帯数（世帯）

人員数（人）

※ 各年度 月 日現在で支援給付受給中の世帯および人員の数

中国残留邦人等地域生活支援事業 練馬総合福祉事務所 援護係

事業概要

地域生活支援事業は、永住帰国した中国残留邦人等が地域において生き生きと暮らすことができる

よう、地域社会での自立の促進と生活の安定を図ることを目的としている。

事業内容

ア 地域における中国残留邦人等支援ネットワーク事業 業務委託により実施

・地域住民に対する広報活動事業

地域の住民を対象として、中国残留邦人問題の理解や支援団体の取組内容の周知などを図るため

の映画会、交流会などの開催

＜事業実績＞

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

事業数（事業）

総実施回数

（回）

※ 令和 年度および令和 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。

・地域で実施する日本語交流事業

日常会話レベルの日本語習得の場を提供するための広場舞、秧歌、太極拳教室などの開催

＜事業実績＞

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

事業数（事業）

総実施回数

（回）

※ 令和 年度および令和 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により一部中止。

イ 自立支援通訳等派遣事業

・自立支援通訳派遣

医療機関を受診する場合、関係行政機関からの支援を受ける場合などに通訳を派遣

＜事業実績＞ （単位：回）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

派遣回数

・自立指導員派遣

地域社会で安心して生活が送れるよう支援することを目的とし、地域に定着して間もない世帯な

どを対象に派遣
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＜事業実績＞ （単位：回）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

派遣回数

ウ 中国残留邦人等への地域生活支援プログラム事業

・日本語学習等に必要な交通費および教材費を支給

＜事業実績＞ （単位：人）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

支給実人数

配偶者支援金 練馬総合福祉事務所 援護係

※ 平成 年 月に「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律」が改正され、新たに設けられた制度

事務事業

特定中国残留邦人等の亡き後も、特定配偶者が安定した生活を送ることができるように、支援給付

に加えて配偶者支援金を支給する。

対象となる方の要件

特定中国残留邦人等が死亡するまで、永住帰国前から継続して特定中国残留邦人等の配偶者 特定配

偶者 であり、現に支援給付を受けている方

支援金の額 月額

満額の老齢基礎年金月額相当額の 分の を支給する。

支給者数 （単位：人）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

人数

※ 各年度 月 日現在の配偶者支援金支給者数

高齢者世帯等居住支援 生活福祉課 管理係

事業概要

民間の保証機関を活用して、保証人が見つからない高齢者世帯等の民間賃貸住宅への入居や居住継

続を支援する。令和 年度より助成対象に生活困窮世帯を加えるとともに、助成率を４分の３（上限

万円）に引き上げた。

事業実績

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

高齢
件 件 件 件 件

円 円 円 円 円

障害
件 件 件 件 件

円 円 円 円 円

ひとり親
件 件 件 件 件

円 円 円 円 円



60
60 

 

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

計
件 件 件 件 件

円 円 円 円 円

介護・障害福祉サービス事業所への施設等運営支援臨時給付金事業

介護保険課 管理係／障害者サービス調整担当課 事業者支援係

事業内容

急激な物価上昇による影響を緩和することにより、高齢者や障害者が必要なサービスを継続的に受

けられるようにするため、練馬区内に所在する介護サービス事業所および障害福祉サービスを運営す

る事業者に対し、施設等運営支援臨時給付金を支給する。

支給対象者

ア 介護サービス事業所

① 介護施設・居住サービス事業所

短期入所生活介護 介護老人福祉施設併設を除く。 、認知症対応型共同生活介護、小規模多機

能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護

② 介護通所サービス事業所

通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、介護予防・

生活支援サービス サービス・活動 事業の通所型サービス 他の介護サービス事業所を併設して

いる場合を除く。

③ 介護訪問・相談サービス事業所

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護、夜間対応型訪問介護、居宅介護支援、福祉用具貸与、特定福祉用具販売

イ 障害福祉サービス事業所

東京都が実施する障害福祉サービス事業所物価高騰緊急対策事業の対象とならない障害福祉サー

ビス事業所を対象として実施

① 障害者通所サービス事業所

地域活動支援センター

② 障害者（児）訪問サービス事業所

基準該当施設（居宅介護）

支給対象期間および事業実績

令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

ア 介護サービス事業所 件

イ 障害福祉サービス事業所 件

電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金 管理課 臨時給付金担当係長

事業内容

「物価・賃金・生活総合対策本部」 令和 年 月 日開催 において示された方針により、電力・

ガス・食料品等の物価上昇による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯 住民税非課

税世帯等 に対し、１世帯当たり 万円を支給する事業を実施した。
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令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

計
件 件 件 件 件

円 円 円 円 円

介護・障害福祉サービス事業所への施設等運営支援臨時給付金事業

介護保険課 管理係／障害者サービス調整担当課 事業者支援係

事業内容

急激な物価上昇による影響を緩和することにより、高齢者や障害者が必要なサービスを継続的に受

けられるようにするため、練馬区内に所在する介護サービス事業所および障害福祉サービスを運営す

る事業者に対し、施設等運営支援臨時給付金を支給する。

支給対象者

ア 介護サービス事業所

① 介護施設・居住サービス事業所

短期入所生活介護 介護老人福祉施設併設を除く。 、認知症対応型共同生活介護、小規模多機

能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護

② 介護通所サービス事業所

通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、介護予防・

生活支援サービス サービス・活動 事業の通所型サービス 他の介護サービス事業所を併設して

いる場合を除く。

③ 介護訪問・相談サービス事業所

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護、夜間対応型訪問介護、居宅介護支援、福祉用具貸与、特定福祉用具販売

イ 障害福祉サービス事業所

東京都が実施する障害福祉サービス事業所物価高騰緊急対策事業の対象とならない障害福祉サー

ビス事業所を対象として実施

① 障害者通所サービス事業所

地域活動支援センター

② 障害者（児）訪問サービス事業所

基準該当施設（居宅介護）

支給対象期間および事業実績

令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

ア 介護サービス事業所 件

イ 障害福祉サービス事業所 件

電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金 管理課 臨時給付金担当係長

事業内容

「物価・賃金・生活総合対策本部」 令和 年 月 日開催 において示された方針により、電力・

ガス・食料品等の物価上昇による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯 住民税非課

税世帯等 に対し、１世帯当たり 万円を支給する事業を実施した。
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また、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」 令和 年 月 日閣議決定 において示された方

針により、１世帯当たり追加で 万円を支給する事業を実施した。

さらに、均等割のみ課税世帯に 万円の給付を、 万円または 万円の給付の対象となる世帯に

歳以下の児童がいる場合、児童１人当たり 万円の給付を行った。

対象者

ア 住民税非課税世帯等 万円

① 基準日 令和 年 月 日 において練馬区に住民登録があり、世帯全員の令和 年度分の住

民税均等割が非課税である世帯。ただし、生活保護法による被保護世帯は、同一の世帯に属する

者全員が、令和 年度分の住民税均等割が課されていない者でなくても支給対象世帯とする。

② 基準日において練馬区に住民登録があり、練馬区低所得の子育て世帯に対する子育て生活支援

特別給付金 ひとり親世帯分 を受給した世帯 児童扶養手当受給世帯

③ 令和 年 月以降に予期せず収入が減少し、①の世帯と同様の事情にあると認められる世帯 家

計急変世帯

イ 住民税非課税世帯 万円

基準日 令和 年 月 日 において練馬区に住民登録があり、世帯全員の令和５年度分の住民

税均等割が非課税である世帯

ウ 住民税均等割のみ課税世帯 万円

基準日 令和 年 月１日 において練馬区に住民登録があり、世帯全員が令和５年度分の住

民税所得割が非課税であり、かつ、世帯員のうち少なくとも１人が住民税均等割のみ課税されてい

る世帯

エ こども加算 児童１人当たり 万円

イまたはウの対象となる世帯に 歳以下の児童がいる世帯

受付期間

ア 住民税非課税世帯等 万円

令和 年 月 日から令和 年 月 日

イ 住民税非課税世帯 万円

令和 年 月 日から令和 年 月 日

ウ 住民税均等割のみ課税世帯 万円 およびこども加算

令和 年 月 日から令和 年 月 日

申請方法

ア 支給要件確認書 以下「確認書」とする。 の返送による申請 区より確認書を対象世帯に発送。返

信用封筒による確認書の提出。

イ 支給のお知らせ方式 区より支給のお知らせを対象世帯に発送。辞退または支給口座の変更を希望

する方以外には、申請不要で前回給付金等で区が把握する口座に支給した。

ウ 申請書による郵送申請 区コールセンターより申請書を取り寄せまたは窓口にて配付される申請

書に必要事項を記入し提出。

エ 窓口申請 添付書類を含んだ申請書一式を窓口に提出

オ オンライン申請
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事業実績 いずれも令和 年度分

支給額 令和 年度住民税非課税世帯等に対して 世帯当たり 万円

支給件数 件

支給済額 円

支給額 令和 年度住民税非課税世帯に対して 世帯当たり 万円

支給件数 件

支給済額 円

支給額 令和 年度住民税均等割のみ課税世帯に対して 世帯当たり 万円

支給件数 件

支給済額 円

※ 先に 万円を給付した 件には 万円を支給

支給額 こども加算 万円

支給件数 件

支給済額 円

物価高騰対策給付金 管理課 臨時給付金担当係長

事業内容

ア 電力・ガス・食料品等の物価上昇による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯

に対し、１世帯当たり 万円の現金を支給する。さらに、住民税非課税世帯や住民税均等割のみ

課税世帯のうち、 歳以下の児童がいる世帯には、児童 人当たり５万円を支給した。

イ 納税者本人と配偶者を含む扶養親族数から算定される減税額（定額減税可能額）が、定額減税を

行う前の所得税額または個人住民税所得割額を上回る見込みの方に対し、その差分を１万円単位で

支給した。

対象者

ア 物価高騰対策給付金（非課税世帯等分）

基準日（令和 年 月 日）において練馬区に住民登録がある世帯のうち、以下のいずれかを満

たす世帯

① 世帯員全員の令和 年度住民税均等割が非課税の世帯

② 世帯員全員の令和 年度分の住民税所得割が非課税で、少なくとも 人は均等割のみ課税され

ている世帯

※住民税均等割が課税されている者の扶養親族のみで構成されている世帯を除く

※令和 年度に実施した住民税非課税世帯、住民税均等割のみ課税世帯への給付金対象者を除く

イ 物価高騰対策給付金（調整給付）

納税義務者本人および配偶者を含めた扶養親族の数に基づき算定される定額減税可能額が、令和

年に入手可能な課税情報を基に把握された当該者の令和 年分所得税額または令和 年度分個人

住民税所得割額を上回る者。
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事業実績 いずれも令和 年度分

支給額 令和 年度住民税非課税世帯等に対して 世帯当たり 万円

支給件数 件

支給済額 円

支給額 令和 年度住民税非課税世帯に対して 世帯当たり 万円

支給件数 件

支給済額 円

支給額 令和 年度住民税均等割のみ課税世帯に対して 世帯当たり 万円

支給件数 件

支給済額 円

※ 先に 万円を給付した 件には 万円を支給

支給額 こども加算 万円

支給件数 件

支給済額 円

物価高騰対策給付金 管理課 臨時給付金担当係長

事業内容

ア 電力・ガス・食料品等の物価上昇による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯

に対し、１世帯当たり 万円の現金を支給する。さらに、住民税非課税世帯や住民税均等割のみ

課税世帯のうち、 歳以下の児童がいる世帯には、児童 人当たり５万円を支給した。

イ 納税者本人と配偶者を含む扶養親族数から算定される減税額（定額減税可能額）が、定額減税を

行う前の所得税額または個人住民税所得割額を上回る見込みの方に対し、その差分を１万円単位で

支給した。

対象者

ア 物価高騰対策給付金（非課税世帯等分）

基準日（令和 年 月 日）において練馬区に住民登録がある世帯のうち、以下のいずれかを満

たす世帯

① 世帯員全員の令和 年度住民税均等割が非課税の世帯

② 世帯員全員の令和 年度分の住民税所得割が非課税で、少なくとも 人は均等割のみ課税され

ている世帯

※住民税均等割が課税されている者の扶養親族のみで構成されている世帯を除く

※令和 年度に実施した住民税非課税世帯、住民税均等割のみ課税世帯への給付金対象者を除く

イ 物価高騰対策給付金（調整給付）

納税義務者本人および配偶者を含めた扶養親族の数に基づき算定される定額減税可能額が、令和

年に入手可能な課税情報を基に把握された当該者の令和 年分所得税額または令和 年度分個人

住民税所得割額を上回る者。
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具体的には以下の「①または②のいずれかに該当する者」。ただし、納税義務者本人の合計所得

金額が 万円以下である場合に限る。

① 所得税の定額減税可能額 （ 万円×減税対象人数）が「令和 年分推計所得税額（令和 年

分所得税額）」を上回る者

② 個人住民税所得割の定額減税可能額 （ 万円×減税対象人数）が「令和 年度分個人住民税

所得割額」を上回る者

受付期間

令和 年 月 日から令和 年 月 日

申請方法

ア 支給要件確認書 以下「確認書」とする。 の返送による申請 区より確認書を対象世帯に発送。返

信用封筒による確認書の提出。

イ 支給のお知らせ方式 区より支給のお知らせを対象世帯に発送。辞退または支給口座の変更を希望

する方以外には、申請不要で公金受取口座に支給した。

ウ 申請書による郵送申請 区コールセンターより申請書を取り寄せまたは窓口にて配付される申請

書に必要事項を記入し提出。

エ 窓口申請 添付書類を含んだ申請書一式を窓口に提出

オ オンライン申請

事業実績

支給額 令和 年度住民税非課税世帯等に対して１世帯当たり 万円

支給件数 件

支給済額 円

支給額 こども加算 万円

支給件数 件

支給済額 円

支給額 定額減税で減税しきれないと見込まれる方にその差分を１万円単位で給付

支給件数 件

支給済額 円

令和６年度第２回物価高騰対策給付金 管理課 臨時給付金担当係長

事業内容

「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（令和 年 月 日閣議決定）に基づ

き、住民税非課税世帯等に対し、 世帯当たり 万円を支給する。さらに対象世帯のうち、 歳以下の

児童がいる世帯に児童 人当たり 万円を加算する。

対象者

基準日（令和 年 月 日）において練馬区に住民登録があり、以下①、②、③のいずれかに該

当する世帯

① 世帯員全員の令和 年度住民税均等割が非課税の世帯
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※住民税が課されている他の親族等から扶養を受けている者のみで構成される世帯を除く

② 練馬区から令和 年 月支給分の児童扶養手当を受給した世帯（児童扶養手当受給世帯）

③ 令和 年 月以降に予期せず収入が減少し、令和 年度分の住民税が課されている世帯員全員

のそれぞれの年間所得額が住民税均等割非課税水準となった世帯（家計急変世帯）

受付期間

令和 年 月 日から令和 年 月 日

申請方法

ア 支給要件確認書 以下「確認書」とする。 の返送による申請 区より確認書を対象世帯に発送。返

信用封筒による確認書の提出。

イ 支給のお知らせ方式 区より支給のお知らせを対象世帯に発送。辞退または支給口座の変更を希望

する方以外には、申請不要で前回給付金等で区が把握する口座に支給した。

ウ 申請書による郵送申請 区コールセンターより申請書を取り寄せまたは窓口にて配付される申請

書に必要事項を記入し提出。

エ 窓口申請 添付書類を含んだ申請書一式を窓口に提出

オ オンライン申請

事業実績（支払日が 月 日までのもの）

支給額 令和 年度住民税非課税世帯等に対して１世帯当たり 万円

支給件数 件

支給済額 円

支給額 こども加算 万円

支給件数 件

支給済額 円

物価高騰対策給付金（不足額給付） 管理課 臨時給付金担当係長

 事業内容

令和 年分の所得税実績額などが確定した結果、令和 年度に実施した当初調整給付額（令和 年

分推計所得税額をもとに計算）に不足が生じた方、 ・ 年度の低所得世帯への給付金や定額減税の

対象外の方に「不足額」として現金を支給する。

 対象者

ア 当初調整給付において、令和 年度所得等を基にした推計額（令和 年分推計所得税額）を用い

て算定したことなどにより、令和 年分所得税および定額減税の実績額が確定したのちに、本来給

付すべき所要額と当初調整給付額との間で差額が生じた方

イ 以下 ｱ ・ ｲ ・ ｳ のすべての要件を満たす方

ｱ  令和 年分所得税額および令和 年度分個人住民税所得割額ともに定額減税前税額がゼロ（本

人として、定額減税の対象外である方）

ｲ  税制度上「扶養親族」の対象外（青色事業専従者、事業専従者（白色）、合計所得金額 万円

超の方）

ｳ  低所得世帯向け給付金（令和 ・ 年度住民税非課税または均等割のみ課税世帯給付金（ 万




